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2017年度 

年報の発刊にあたって 

代表理事 研究所長 永 井 正 夫

 

 

 

 

 一般財団法人日本自動車研究所(以下 JARI)は

1969 年の創立以来，自動車にかかわる「エネルギ・

環境」，「安全」，「IT・エレクトロニクス」といった

幅広い分野において，官公庁や産業界の共通課題で

ある評価法，測定法，試験法を主に調査研究し提案

することにより標準化，基準化に貢献してきました．

また，これらの試験法に基づいて一般企業等の具体

的な製品の評価試験を行い，民間の技術開発を支援

し促進してきました．活動分野の重点は，技術と社

会の動向に応じて徐々に変遷してきました. 

 自動車業界は今，100 年に一度の大変革期を迎え

ていると言われています．自動運転技術と電動化技

術に代表されますが，当所としても大きな変革の中

に置かれています． 

 例えば自動運転の分野では，高度運転支援技術と

して，被害軽減ブレーキシステム(AEBS)の評価方

法の開発や評価試験の需要拡大に対応するため，

2015 年度に城里テストセンターに新たに第 2 総合

試験路を建設し，2016 年度は対歩行者 AEBS 試験

も加わり試験業務が大幅に拡大してきました．2017

年度にはつくば研究所に建設した自動運転評価拠

点 Jtown の運用が開始され業界の要望に応えてい

ます． 

 駆動系の分野では，2018 年春に完成した環境型

シャシダイナモの運用が始まり，電動化も見据えた

業界の要望に少しでも応えられる環境を整備しつ

つあります． 

 JARI は，産官学連携のコンソーシアムによる技

術開発を積極的に推進しています．自動車用内燃機

関技術研究組合 AICE への参画や国の自動走行・自

動運転プロジェクトへの参画などですが，JARI と

しては新技術の社会受容性や安全性の評価方法や

評価基準の研究・提案を通じて，様々な分野におけ

る新技術の開発・実証・実用化に貢献しています． 

 今後の動向になりますが，自動車をつくる技術か

らつかう技術に関心が次第にシフトしている感が

あります．少子高齢化を迎えた地域社会のモビリテ

ィへの切実な期待，MaaS (Mobility as a Service)

という取り組みも今後増えていくことになると思

います．こうした中長期的な動向を把握しながら的

確な設備投資やリソースの確保を行い，自動車社会

と技術の発展に貢献してまいります． 

 本年報には，2017 年度の JARI 全体の幅広い研

究・事業活動をまとめております．お読みいただい

た皆様には，JARI の活動に一層のご理解を深めて

いただくとともに，率直なご意見・ご感想を賜れば

幸いです． 

 今後とも，皆様の変わらぬご支援，ご指導を賜り

ますようにお願い申し上げます．  
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1.  法人の概況 

1.1 設立年月日 

1961 年 4 月 7 日 

 

1.2 定款に定める目的 

この法人は，自動車に関する研究を通じて，自動

車および関連分野の総合的，長期的技術の向上を図

るとともに，エネルギー資源の適正な利用の増進に

資し，もって産業の健全な発展と国民生活の向上に

貢献することを目的とする． 

 

1.3 定款に定める事業 

この法人は，定款に定める目的を達成するため，

自動車および関連分野に関する次の事業を行う． 

(1) 基礎的な調査，研究および技術開発 

(2) 環境，エネルギー，安全および情報・電子技術

の   

     調査，研究および技術開発 

(3) 標準化の推進および基準の設定への協力 

(4) 試験および評価 

(5) 技術協力，技術指導および人材育成 

(6) 情報の収集および成果の普及・啓発 

(7) 所要施設・設備の運用 

(8) 国内外の規格に基づくマネジメントシステムの

審査および登録 

(9) 電子商取引のための共通のネットワークシステ

ムの提供 

(10) 前各号に掲げるもののほか，この法人の目的

を達成するために必要な事業. 

  

 これらの事業は，国内又は海外において行うもの

とする． 

 

 

 

 

 

1.4 賛助会員に関する事項 

 表 1 区分別賛助会員数と 2017 年度当初比 

         (2018 年 3 月 31 日現在) 

区  分 賛助会員数 
2017 年度当

初比 

財団運営維持 110 －7 

一  般 121 ＋11 

団  体 12 ±0 

合  計 243 ＋4 

 

1.5 主たる事務所，従たる事務所の状況 

主たる事務所： 東京都港区芝大門一丁目1番30号 

従たる事務所： 茨城県つくば市苅間 2530 番地 

 茨城県東茨城郡城里町大字小坂字

高辺多 1328 番 23 

 

1.6 評議員，役員等に関する事項 

2017 年度期末における評議員，役員等は，付表

「1.1 評議員名簿」，「1.2 役員等名簿」，「1.3 顧

問名簿」に示すとおりである． 

 

1.7 職員等に関する事項 

2017 年度期末における職員数は 355 名(2016 年

度末比 +9 名)である．また，2017 年度の組織体制

は，付表「1.4 組織図」に示すとおりである． 

 

1.8 評議員会，理事会に関する事項 

2017 年度に開催した評議員会，理事会およびそ

の議事は，付表「1.5 評議員会，理事会の議事一

覧」に示すとおりである． 
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2.  事業の状況

2.1 研究事業(基礎研究，総合研究，研究・試験

事業) 

研究事業は，「基礎研究(実施事業)」，「総合研究(実

施事業)」，「研究・試験事業(その他事業)」の 3 つに

分類される． 

「基礎研究(実施事業)」は自主的な研究を指して

おり，JARI の研究能力のレベルを維持・向上する

ための先行投資である．この「基礎研究(実施事業)」

は，「研究と経営の両立」の一翼を担う重要な位置

づけにあり，中長期的な技術動向や社会動向を見据

えた研究テーマを選定して実施した． 

「総合研究(実施事業)」は，公益的な事業のうち，

官公庁等からの受託事業や補助事業として行うも

のであり，産官学連携による大型の研究開発事業を

含む．昨年度から継続する事業を確実に実施するほ

か，官公庁等の新たな公募情報を注視し，積極的に

提案・応募した．特に，国内外の標準化・基準化・

試験法策定に関する研究・調査を中心に，JARI の

知見と技術で社会に貢献できる事業や，JARI の研

究能力の向上につながる事業に重点的に取り組ん

だ． 

「基礎研究(実施事業)」および「総合研究(実施事

業)」の成果は，諸学会の講演会や論文のほか，ホ

ームページ，セミナー，展示会，研究所一般公開等

を通じて，広く一般に公開した． 

「研究・試験事業(その他事業)」は，上述の公益

的な「基礎研究(実施事業)」および「総合研究(実施

事業)」を除く全ての研究・試験事業であり，「基礎

研究(実施事業)」および「総合研究(実施事業)」で

蓄積してきた技術・知見を活用して，業界団体や一

般企業の期待に応える研究事業，試験事業を実施し，

JARI の安定経営に必要な収益の確保を目指した． 

2017年度に実施した研究事業は，附属明細書「2.1 

2017 年度研究事業一覧」に示すとおりである．ま

た，学会等における研究成果の発表実績は，附属明

細書「2.2 2017 年度所外発表論文等実績一覧」に，

「2.3 学会活動等に関する表彰の受賞者は一覧」

に示すとおりである．また，2017 年度の産業財産

権の登録状況は，附属明細書「2.4 2017 年度産業

財産権登録一覧」に示すとおりである． 

 

2.1.1 電動モビリティ分野 

(1) 基礎研究(実施事業) 

水素・燃料電池の分野では，燃料電池車(FCV)な

どの火災時における人体の火傷を評価する基礎的

な数値シュミレーションモデルを開発した．また，

燃料電池用電極触媒の電気化学反応と構造変化と

の関係の評価を進めた． 

蓄電池については，リチウムイオン電池の電極活

物質組成や形態変化と電池性能劣化との相関の解

析を進めた． 

 

(2) 総合研究(実施事業) 

FCV の事故や火災において安全な後処理に資す

るデータの取得，自動車用圧縮水素容器の国内基準

の適正化議論や国際基準調和活動などを推進した．

具体的には，車両廃却時等の高圧水素ガス抜きツー

ルおよびその方法の業界標準化(JEVS 化)，また

FCV の世界統一技術基準(GTR13)への高圧容器に

関する試験法提案を行った．また，燃料電池の膜/

電極接合体(MEA)の性能，耐久性の評価法を策定す

るとともに新規 MEA 材料の評価を実施した．さら

に，水素燃料中の不純物が燃料電池の発電性能に及

ぼす影響を把握し，FCV 用水素の品質国際規格の

議論に必要なデータを蓄積した． 

蓄電池に関しては，リチウムイオン電池の内部短

絡試験法や熱連鎖試験などの安全性評価試験，寿命

など性能評価試験法の開発に資するデータを収集

し，それらに基づく国際標準化活動を推進した． 

また，コンダクティブ充電やワイヤレス充電，

V2G 通信など関連国際規格への日本の意見反映に

取り組み，電動車両普及推進の基礎となる規格の整

備を推進した． 

 

(3) 研究・試験事業(その他事業) 

水素・FCV 等の安全評価試験設備(Hy-SEF)にお

いて，高圧容器や容器附属品の水素充填や破裂試験

などの安全性評価試験，水素 FCV やリチウムイオ
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ン電池を搭載する電動車両の各種火災試験を実施

し，安全な電動車両の開発に資する研究に取り組ん

だ． 

また，電動車両やモータ／インバータ，蓄電池，

および充電器の性能評価試験を実施し，電動車両の

開発や性能向上，ならびに安心安全な充電インフラ

の普及に資するデータを提供した． 

さらに，アジア・太平洋電気自動車協会(EVAAP)，

世界電気自動車協会(WEVA)への参加団体として，

第 31 回国際電気自動車シンポジウム・展示会(EVS 

31)の 2018 年秋開催に向けて準備を進めた． 

 

2.1.2 環境・エネルギ分野 

(1) 基礎研究(実施事業) 

PM2.5 等の大気環境改善に向けて，二次粒子の生

成メカニズム解明や自動車からの影響明確化に積

極的に取り組んだ．自動車の環境負荷低減に関して

は，交通総合対策による CO2 削減効果の推計や電

動化・軽量化による環境負荷削減効果の推計に取り

組んだ．また，重量車の燃費向上に資する調査研究

として，JASO エンジン油規格を中心としたエンジ

ン油の省燃費性能評価および耐摩耗性能評価を実

施した． 

 

(2) 総合研究(実施事業) 

乗用車の排出ガス・燃費試験法，エアコン燃費試

験法，タイヤ騒音等の検討成果および二輪車の排出

ガス試験法の検討結果を国内や国連での基準化活

動に活用し，国際基準調和会議における日本提案に

貢献した．リアルワールドにおける燃費向上に関し

て，実際の走行時における様々な状況の燃費を測定

して変動要因を解析するとともに，運転方法による

燃費向上効果を検討した． 

 

(3) 研究・試験事業(その他事業) 

大型車・小型車・二輪車，ハイブリッド電気自動

車 (HEV)・電気自動車 (BEV) などの次世代自動

車，および自動車用や建設機械用のエンジンシステ

ム等について，排出ガスや燃費等を評価した．さら

に，今年度初めてエンジン部品のフリクション評価

事業にも着手した． 

自動車の更なる燃費の向上や排出ガスの低減に

向けて，内燃機関の共通課題研究に取り組むために

「自動車用内燃機関技術研究組合 (AICE) 」に参画

し，排出ガス後処理技術に関する研究を実施した．

また，海外車両のベンチマーク試験をコンソーシア

ム形式で継続的に実施し，エネルギーフロー評価な

どを行った．自動車排出ガスが大気環境へ及ぼす影

響を明らかにするため，PM2.5 に関する二次粒子生

成メカニズムの解明やシミュレーション精度の向

上を進めた． 

 

2.1.3 安全分野 

(1) 基礎研究(実施事業) 

自動運転・運転支援の分野では，既に自動運転車

の公道走行実験を行っている大学との共同研究を

通じて，自動走行システムを評価するための施設

「自動運転評価拠点」を活用した公道走行実験前の

事前評価方法を提案した．また，ヒューマンファク

タ研究として，交差点右左折における自動操舵がド

ライバの注視行動に及ぼす影響や，高速道路での自

動運転による追従・追い越しのパターンと運転者の

システムに対する信頼性の関係，緑内症運転者にお

ける視野欠損のタイプと歩行者見落とし場面との

関係およびその運転支援方策としての歩行者情報

提供の効果，等を調査した． 

衝突安全の分野では，追突時の頚部傷害の研究と

して，国内外の研究機関と連携し取得した縦型オー

プン MRI データの分析から，男女による脊椎の湾

曲状態の特徴を明らかにした．また，シミュレーシ

ョンモデルを使い，湾曲状態の違いが後突時の頚椎

挙動に及ぼす影響を調べた． 

 

(2) 総合研究(実施事業) 

予防安全の分野では，近年，自動車アセスメント

事業において，運転支援装置の新たな評価試験を順

次導入することが計画されている．今年度は，2018

年度から実施される，夜間の対歩行者衝突被害軽減

ブレーキ，ならびに，ペダル踏み間違い時加速抑制

装置の評価に向けた試験方法・評価方法の提案を行

った．また，導入済みの，対車両および対歩行者衝

突被害軽減ブレーキ，車線逸脱抑制装置等(LDWS，

LDP，LKA)，車両周辺視界情報提供装置の試験評

価事業も実施した． 

自動運転・運転支援の分野では，システムの開発

過程で必要となる運転者の回避行動のモデル化研
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究として，主に高齢者を対象とした回避行動データ

の収集・分析を行った．また，自動運転システムに

よる交通事故低減効果をコンピュータ上で評価可

能にすることを目指し，追突事故，車線逸脱，歩行

者事故等のシーンを再現するシミュレーションプ

ログラムを開発し，限定した地域モデルでの事故率

から検証を行った． 

衝突安全の分野では，歩行者保護に関して，SUV

等の高フード車に対する脚部保護性能評価に向け

た新たなインパクタを開発し，国際標準化を目指し

て ISO 会議等を通じて関係国との調整を行った．

また，近年，公道を走行するカートが増え，事故が

増加していることから，主に被視認性を向上させる

対策案を規制当局に提案した． 

 

(3) 研究・試験事業(その他事業) 

予防安全の分野については，運転支援装置の新規

試験項目が増えており，そのような中で衝突被害軽

減ブレーキや車線逸脱抑制装置等のためのアセス

メントの事前評価や開発車の試験を数多く実施し

た．路線バスのドライバ異常時対応システムの研究

では，基本設計書策定のため，システム作動時に乗

客が適切な対応行動が取れるかについて実験を行

った． 

自動運転・運転支援の分野では，システム失陥時

に運転者へのスムーズな権限委譲の研究として，生

体指標を用いた運転者の覚醒度の評価方法の検討，

ならびに大型車の長距離運転時の注意力維持方策

の検討を行った．また，対自転車事故の研究として，

自転車を追い越す際の運転行動の分析や，認知支援

を行った際の視認行動の改善効果等の基礎的な検

討を行った．この他，自動運転評価拠点 Jtown を

整備し運用を開始した．センサーを含むシステムの

開発や性能確認のほか，通信利用の効果，様々なシ

ーンにおける運転行動データの収集等として多く

のユーザに利用されている． 

衝突安全の分野では，車体構造の変化(高剛性，

重量増)等を反映した試験法の改訂が行われており，

同時に生体忠実度を向上させた新規ダミーの導入

ならびに評価基準が検討されていることから，イン

パクトバイオの知見を活かしつつ，ダミーの人体忠

実度や傷害基準に係る研究・試験を実施した．また，

豪州や ASEAN 地域で販売される車両について，そ

れぞれの地域の NCAP の予備試験および公式試験

を実施した． 

 

2.1.4 自動運転・IT・エレクトロニクス分野 

(1) 基礎研究(実施事業) 

2020 年東京オリンピックを一里塚として，高度

運転支援や自動運転，ビッグデータ，AI(人工知能)

の活用等が自動車の新しい価値として注目されて

いる．電子・通信産業など多岐にわたる分野との連

携による ITS の活用推進に向けて，5G(第 5 世代移

動通信規格)といった ICT 技術，スマートフォン，

WEBなどのCE (Consumer Electronics) 技術や市

場動向を調査するとともに，自動車分野への適用可

能性や影響・課題の分析などを行い，関係者間の共

通認識の醸成に取り組んだ． 

 

(2) 総合研究(実施事業) 

政府の成長戦略に沿って，2014 年度から自動走

行技術の研究・実証事業が大規模展開された．JARI

は，企業や大学との共同研究体制を構築して，自動

バレーパーキングシステムの社会実証，セーフテ

ィ・セキュリティ技術評価，認識・判断データベー

スの構築と利活用，事故低減効果シミュレーション

技術等の研究･実証事業 4 件を実施し，シミュレー

ションでの性能評価に必要な実録データをもとに

したバーチャル環境(CG)での走行シーンの再現，カ

メラでの歩行者認識システム開発に有効な走行映

像サンプルデータの研究機関や企業への公開，セキ

ュリティ対策技術の評価を行える環境であるテス

トベッド開発等を行った． 

また，国際標準化事業として，自動運転関連技術

や IT・エレクトロニクス分野における我が国の高

い技術力を海外市場に展開するための基盤整備を

目指し，ISO 国際標準原案の開発や提案活動を実施

した． 

 

(3) 研究・試験事業(その他事業) 

2011 年に自動車の機能安全(ISO 26262)が国際

規格化されたことを受けて，規格の解釈に関する関

連企業 28 社との共同研究活動や，技術者教育・コ

ンサルティング事業に取り組んできた．また，教

育・コンサルティング事業については，これまでの

継続的な取り組みやセミナー等を通じた広報活動

によって JARI の認知度が向上し，引き合い件数や

事業規模は安定して推移した． 
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2.1.5 ロボット分野 

(1) 総合研究(実施事業) 

自動車分野で蓄積した安全性評価の知見を活用

して，ロボット技術を応用した介護機器の実用化促

進のための安全性評価手法の標準化に関する研究

を実施した． 

メーカ試作機の実証試験に先立つ安全性評価の

実施，介護現場でのデータ収集，生活支援ロボット

安全検証センターでの再現実験により，世界に先駆

けた安全検証手法開発を行った．安全検証手法の開

発については一定の成果を上げ，来年度は，これら

開発手法を含め，国際標準化への研究を進めてゆく． 

 

(2) 研究・試験事業(その他事業) 

将来の本格的なロボット安全評価コンサルタン

ト事業，および安全アセスメント事業を目指して，

生活支援ロボット安全検証センターを利用した受

託事業を実施してきた．本年度は安全評価コンサル

タント事業を本格稼動する事が出来，上々の評価を

いただいている．本年度も受託事業を通じて，目的

や機能が異なるロボット関連製品を評価するため

に，リスクアセスメントおよび安全検証計画作成の

支援，複数の試験規格を組み合わせた試験実施など，

多様な安全評価サービスを提供するノウハウを取

得し，安全評価コンサルティングに役立てる事が出

来た． 

また，来年度の事業化を目指して，生活支援ロボ

ットの安全検証の基盤を整え，これらの認証取得を

希望する企業へのコンサルティングも考慮し，認証

機関との間での連携を実施した． 

 

2.2 施設・設備の運用事業 

利用者に対して継続的にマーケティングを行う

ことによって，コース利用内容の変化やお困りごと

に対して都度柔軟に対応した．特に，試験法改定等

にともなう新規要望に応えるために，自動運転関連

では白線追加や夜間利用のためのインフラ整備，燃

費関連では代替走路の提案や試験支援等の対応を

行った．また，試乗会や撮影での自動車の普及面で

の利用についても応え，開業以来のコース稼働率を

更新することができた． 

 一方で，約半数が新規利用者であり安全管理強

化がますます重要となってきている．その施策づく

りの参考とするために，国内にある自動車メーカー

および部品メーカーのテストコース管理部署との

交流を開始した． 

テストコースの貸出し利用状況は，附属明細書

「3.1 2017 年度テストコース外部利用者使用状

況」に示すとおりである． 

 

2.3 認証事業(審査および登録事業) 

マネジメントシステム認証では，ISO9001，

ISO14001の 2015年版の移行審査期限が 2018年 9

月に迫っており，本年度は交流セミナーの規格説明

実施時期を 4 ヶ月早めて，登録組織の移行準備に備

えた．他にも個別の規格解釈研修会，2015 年版対

応内部監査員育成研修などの組織サポートを行い，

年度末時点で登録組織の 72％が新規格への移行を

完了した．今後も全ての登録組織が無事移行完了で

きるよう情報発信や支援活動を継続していく． 

ISO45001労働安全衛生マネジメントシステムは，

2018 年 3 月に新規格が発行され，新規認証事業と

して顧客獲得の活動を開始した． 

EV/PHEV 用普通充電器の製品認証では，海外充

電器メーカーの日本進出のためのJARI認証取得の

動きが出始め，海外工場での認証審査手順を整備し，

審査受注に繋げたが，製品基準の適合に時間を要し

ており，継続フォローしていく． 

 

2.4 JNX 事業 

JNX の利用会社数は，立上げ以来堅調な伸びを

続けており，2017 年度で 2700 社を超えた．一方で，

立上げから 16 年以上が経過し，ネットワーク環境

の変化やインターネットの利用拡大等の B2B の環

境変化により，サービスとしての魅力の低下が顕在

化してきていることから，2017 年度では JNX の今

後の方向性を提案する活動を実施した．具体的には，

一般社団法人日本自動車工業会(JAMA)，一般社団

法人日本自動車部品工業会(JAPIA)と連携して，ユ

ーザ要求の調査分析，業界として提供すべきサービ

スとそのビジネススキームの検討等を実施し，今後

の方向性を明確化した．結果として，「新サービス

としてのセキュリティサービス」，「新 JNX 料金体

系」，「JNX ネットワーク基盤の強化」についての

検討および具体化を 2018 年度より開始することを

決定した． 
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また，2017年度の活動として，JNXの普及拡大，

認知度向上のため，JNX セミナーの開催，JNX ホ

ームページのリニューアルを実施した．JNX セミ

ナーでは，JNX ユーザを対象にセキュリティ対策

として JNX を更に活用することを紹介し好評であ

った．JNX ホームページは，より分かり易く情報

発信するためにデザインを全面的に刷新し，新たな

情報発信としてユーザ活用事例紹介の定期的な掲

載を開始した． 

 

2.5 法人運営およびその他の活動 

「非営利性が徹底された一般財団法人」として，

法令および定款を遵守した運営を行った．また，経

営基盤の安定化に向けては，全所横断的なタスクフ

ォースを中心とした受託拡大活動とコスト削減活

動，固定資産取得に対する投資回収性の精査の徹底，

部署単位での業務の効率化に向けた取り組みを継

続して推進した． 

広報活動においては，ホームページ，刊行物など

により事業成果を積極的に発信した．2017 年度に

刊行した技術刊行物は附属明細書「4.1 2017 年度

技術刊行物一覧」に示すとおりである．また，2017

年度の蔵書，資料保有状況は附属明細書「4.2 2017

年度蔵書，資料保有状況」に示すとおりである． 

JARI の研究・事業についてより一層理解してい

ただくため，昨年に引き続き研究・事業報告会を

2017 年 7 月に開催した．環境・エネルギ，安全，

自動運転・IT・エレクトロニクス応用などにおける

研究成果や事業活動の報告を行った． 

また，2017 年 11 月に，第 6 回アジア自動車研究

所サミットをインド側事務局と連携して開催した．

5 ヶ国の 6 研究所が参加し，環境や安全をはじめと

するの 6 セッションに分かれて議事を進行．アジア

各国のトレンドなどについて，全 36 件の報告が実

施され，専門家間で活発な意見交換が行われた．最

終セッションでは，BEV などの普及戦略の重要性

などが挙げられた． 
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3．研究事業

3.1 概要 

2017 年度に実施した課題数は，総計 496 件となり，

基礎研究(自主的な研究)29 件，総合研究(官公庁の

受託事業・補助事業)66 件，その他事業(研究・試験

事業)401 件であった．研究分野別構成内訳を下図

に示す． 

環境・

エネルギ

17 件

安全

10 件

IT・通信

2 件

 
基礎研究(29 件) 

(自主的な研究) 

      

環境・

エネルギ

23 件
安全

41 件

IT・通信

2 件

 
総合研究(66 件) 

(官公庁の受託事業・補助事業) 

          

環境・

エネルギ

145 件

安全

240 件

IT・通信

16 件

 
その他事業(401 件) 

(研究・試験事業) 

 

図 1 2017 年度分野別研究構成内訳 

 

3.2 研究課題／概要 

 基礎研究，総合研究，その他事業のうち，主要な

研究の概要は次のとおりである(プロジェクトチー

フの所属は，実施時の所属を示す)． 

 

3.2.1 環境・エネルギに関する研究 

 

(1)エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術

の国際実証事業 

「圧縮天然ガス(CNG)車普及に向けたインフラ構

築を含む持続可能な環境整備・実証事業(インド

ネシア)」 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 鈴木 徹也 

〔委託元〕 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総  

 合開発機構 (NEDO) 

《研究概要》 

日本車の重要市場であるインドネシアは，豊富な

国産天然ガスを輸送用燃料の一部に活用すること

で，石油消費量増加の抑制，石油製品輸入量と燃料

補助金の削減による財政健全化，環境負荷低減を国

策としている． 

本実証事業では，同国最大の経済圏であるジャカ

ルタ首都圏および東部工業団地等の周辺地域を対

象に，日本の技術によるCNG充填所の設置やCNG

車両の導入・運行を通じて，国際基準に沿った品質

の CNG 車用燃料を供給できるインフラ・システム

導入の働きかけを行い，併せて省エネ化，温室効果

ガス削減を目指す． 

実証事業開始初年度である 2017 年度は，CNG

乗用車および貨物車の走行モニター計画を策定し

実施に向けて関連機関と各種調整を行うと共に，実

証前調査以降のCNG充填所の配置と稼働状況を確

認した． 

 

(2)PTR-MSによるVOCの選択的計測手法に関する

検討 

〔プロジェクトチーフ〕 
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エネルギ・環境研究部 内田 里沙 

《研究概要》 

近年，プロトン移動反応質量分析計 (PTR-MS) 

により，VOC を高感度かつ高時間分解能で計測で

きるようになってきた．そのため PTR-MS は，自

動車排出ガス測定にも利用され始めている．しかし，

PTR-MS の標準仕様では，芳香族炭化水素，アルコ

ール，カルボニル化合物の検出は比較的容易である

が，アルカン，アルケンを検出することができない．

本研究では，PTR-MS の一次イオン源を標準仕様の

H3O+イオンから NO+イオンに切り替えることで，

アルカンの検出を試みた． 

PTR-MS のイオン発生部に酸素と窒素ガスを導

入し，NO+イオンが安定して発生する条件を検討し

た後，PTR-MS を用いて炭素数 5～8 のアルカンの

標準ガスを分析した結果，これらの親イオンが検出

できることを確認した．さらに，ガスクロマトグラ

フィによる定量分析結果と合わせて，標準ガス中の

各アルカン成分に対して，NO+イオンによる検出感

度を決定した． 

 

(3)ガス選択型エアロゾル質量分析法の確立による

粒径別化学組成解析への新展開 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 萩野 浩之 

〔委託元〕 

 独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

 本研究の目的は，主に大気中のサブミクロン粒子

のみの化学計測に用いられてきたエアロゾル質量

分析法を応用し，従来法では困難であった粒径範囲

を広げた化学組成解析を可能とする，「ガス選択型

エアロゾル質量分析法」を確立し，PM2.5 などを含

んだエアロゾル(空気中に浮遊する粒子状物質)の環

境動態解析ための環境計測法を新たに展開しよう

とするものである． 

 本研究では，従来の装置であるエアロゾル質量分

析計 (AMS) に，ガス交換膜を装着し，粒子の透過

効率を向上させることを提案する．2017 年度は，

粒子損失が少ない多孔質ガラス膜(日本でのみ製造)

を備えたカウンターフローデニューダを作成し，ガ

ス拡散係数の違いを利用することで，ガスを空気か

ら別の気体(HeやArなど)へ交換しながらエアロゾ

ルを AMS へ導入し，大気観測で利用可能なガス選

択型 AMS を開発した．2018 年度は，室内実験や

大気観測において，粒径別の化学組成解析の実証実

験を行う予定である． 

 

(4)オゾン‐アルケン反応の大気質への影響を評価

するための新たな化学反応スキームの構築 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 内田 里沙 

〔委託元〕 

 独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

 大気中のガス状の有機化合物 (VOC) は，大気汚

染物質であるオゾンや粒子状物質の生成に深く関

与している．VOC の中でもアルケンは，オゾンと

反応して，粒子状物質や強い大気酸化能をもつ OH

ラジカルを生成するため，大気質に与える影響が懸

念されている．VOC が大気質に与える影響は，大

気質モデルによって評価されるが，アルケンのオゾ

ン反応は，その反応スキームが明らかになっていな

いため，最新の大気質モデルでも考慮されていない．

本研究では，アルケンのオゾン反応スキームを解明

することを目的に，特に，本反応の初期過程に生成

される中間体の生成分岐比や後続反応過程に関す

る科学的知見を得ることを目指している． 

 2017 年度は，実験環境として必要となる小型ス

モッグチャンバーの作製に着手した．また，国立環

境研究所と協力して，2-ブテンのオゾン反応におけ

る生成物の収率測定を実施した．その結果，中間体

の単分子分解によって生成すると考えられるアル

カンの生成収率を決定し，中間体の生成分岐比に関

する知見を得た． 

  

(5)微小粒子状物質に含まれる水溶性有機物の実態

解明と発生源の推定 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 須藤 菜那 

〔委託元〕 

 独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

微小粒子状物質は人体への健康影響が懸念され

ており，これまで様々な対策が行われてきた．しか

し，主要成分である有機炭素は発生源から直接排出
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される一次粒子と，揮発性有機化合物などが大気中

で反応してできる二次粒子の両方を含んでいる．そ

のため数百から数千種類の成分から構成されてお

り，未だ実態が解明されていない．そこで本研究で

は，有機炭素の中でも水溶性有機炭素に着目し，安

定同位体を利用した発生源の解明を目的とした．   

2017 年度は，水溶性有機炭素の季節傾向を把握

するために JARIと共同研究先において大気観測を

実施した．また，安定同位体を利用した水溶性有機

炭素の新たな分析法も検討した．その結果，従来の

方法と比べて，前処理工程が非常に簡易になり，高

精度・高確度な分析法を確立することができた．捕

集した大気試料の分析では，観測地点による違いが

確認され，異なる発生源が影響しているとと考えら

れた．今後は，構築した分析法をもとに大気試料の

分析を進め，水溶性有機炭素の発生源解明を進めて

いく予定である． 

 

(6)平成 29 年度マフラー騒音実態等調査分析業務 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 小池 博 

〔委託元〕 

 環境省 

《研究概要》 

 中央環境審議会「今後の自動車単体騒音低減対策

のあり方について(第三次答申)」において，二輪車

の走行騒音規制およびマフラー性能等確認制度に

ついて，騒音の実態調査等の結果に基づき必要に応

じて見直しを検討することが提言されている． 

本業務では，上記の見直しの可能性を検討するため，

最新の騒音規制に適合した二輪車とマフラー性能

等確認制度により性能確認が行われたマフラーを

用いて，騒音性能試験とマフラーの構造確認を行っ

た．さらに，走行騒音規制の強化が自動車交通騒音

に及ぼす影響について検討した．得られた結果は次

のとおりである． 

・マフラー性能等確認制度の上限値(全開加速走行

騒音有効防止後付消音器の上限値)よりも R41-04

の試験法や規制値の方が，交換用マフラーを装着し

た二輪車の走行騒音の低減に有効と考えられる． 

・二輪車の走行騒音規制(R41-04 の規制値強化)の見

直しによる自動車交通騒音の低減効果は大きくな

いが，マフラー性能等確認制度の上限値を R41-04

の規制値等のみにすることにより，低減効果が高く

なると考えられる． 

 

(7)自動車関連データベース作成 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 沖山 清美 

《研究概要》 

2017 年の国内四輪車新車販売台数は 2 年ぶりに

増加して 523 万台であったが，1990 年に比べ 247

万台減少している．国内市場が伸び悩む中，世界四

輪車販売台数は8年連続で増加して9,680万台とな

った．この間，地球環境は大きく変化し，CO2や排

出削減，省エネといった観点から世界中で様々な環

境規制が強化され，次世代自動車の開発・普及も加

速している．自動車が関わる社会的課題の変化を的

確に汲み取り，ニーズに沿った迅速な情報収集およ

び情報発信が重要となる． 

本テーマは自動車関連データおよび情報を収集

し，これらのデータを有効に利用できる検索システ

ムを同時に開発し，エネルギー・環境関連の研究課

題への基礎情報の提供を目的としている．以下にデ

ータベースの内容を示す． 

収集国： 約 100 カ国 

データ： 1975 年～最新年度 

自動車関連：生産，販売，保有，輸出入台数 

      エネルギー消費量(ガソリン，軽 

      油，LPG 等)，燃料価格 

一般情報 ：人口，GDP，エネルギー需給量(生 

産，供給)，セクター別エネルギー需

給量，政策動向，規制動向，経済指

標 

温暖化関連 ：CO2排出量 

 

(8)統合対策による CO2削減効果推計 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 相馬 誠一 

《研究概要》 

消費者の効用(満足度)をパラメータとした消費者

選好モデルを用いて，2050 年までを対象とし，将

来の燃費改善技術進展を考慮した長期次世代車普

及推計モデル CAMPATH の開発を進めてきた．し

かし，これまでの効用は費用やラインナップ数など

比較的定量化しやすいパラメータを用いて推計し

ており，HEV，クリーンディーゼル車などの分析

には適しているが，インフラや一充電航続距離の条
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件が異なる BEV や FCV の分析を行う場合精度が

担保できないことが課題であった．そこで，本調査

ではインフラや一充電航続距離などの非金銭的価

値を定量化し，消費者選好モデルに加えたモデルを

開発し，さらに消費者層を年間走行距離帯で分割し

分析することで，各走行距離帯に適した次世代車の

分析が可能となった．また，これまでは Tank to 

Wheel CO2排出量の分析を中心に行ってきたが，燃

料製造時の CO2 排出量データおよび排出ガスのデ

ータを整備し，分析範囲を拡大することでモデルの

適用範囲の拡充を図った． 

 

(9)JASO ディーゼルエンジン油燃費確認試験 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 中條 智哉 

《研究概要》 

JASO M 355 自動車用ディーゼル機関潤滑油で

は，製品の性能を製造者が保障するオンファイルシ

ステムが運用されており，要求性能を満足する試験

結果を JASO エンジン油規格普及促進協議会へ届

出ることで製品の登録・販売が可能となる．届出に

必要な一部の試験は標準油の規格値を満足する試

験を行った試験機関で実施する必要がある．JARI

はこれまで JASO 自動車用ディーゼル機関潤滑油

の清浄性試験方法 (JASO M 336:2014) および動

弁系摩耗試験方法 (JASO M 354:2015) の標準油

の試験を実施し，試験受託機関として登録している． 

2017 年には新たに JASO M 362:2017 自動車用

ディーゼル機関潤滑油－燃費試験方法  (JASO 

M362 燃費試験) が発行され，JASO M 355 に省燃

費性能の要求値が規定された．燃費試験についても

オンファイルシステムが運用されており，登録には

基準油の燃費および基準油に対する標準油の燃費

向上率が規格値を満足した試験機関で試験を実施

する必要がある． 

本テーマでは JASO M362 燃費試験の試験受託

機関登録のため，標準油および基準油の試験を実施

した．その結果，基準油の燃費および基準油に対す

る標準油の燃費向上率は規格値を満足しており，適

切に燃費試験を実施可能であることが証明できた

ことから，試験受託機関として登録した． 

 

(10)JASO ディーゼルエンジン油清浄性試験(標準

油試験) 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 中條 智哉 

《研究概要》 

 JASO M 355 自動車用ディーゼル機関潤滑油で

は，製造者が製品の性能を自ら保障するオンファイ

ルシステムが運用されており，要求性能を満足する

試験結果を JASO エンジン油規格普及促進協議会

(普及促進協議会)へ届出ることにより，製品の登

録・販売が可能となる．届出に必要な一部のエンジ

ン試験は，JASO M 355 の運用マニュアルに定めら

れた標準油の規格値を満足する試験を行った試験

機関で実施する必要がある．JARI は試験エンジン

変更に伴い 2014 年に改正された JASO M 

336:2014 自動車用ディーゼル機関潤滑油－清浄性

試験方法(JASO M 336 清浄性試験)の試験受託機関

として登録しており，これまで各種ディーゼルエン

ジン油製品の受託試験を継続して実施している． 

 本テーマでは JASO M 336 清浄性試験の試験受

託機関としての登録を継続するため，標準油の試験

を実施した．その結果，標準油のピストン清浄性は

規格値を満足し，過去の標準油試験結果に対する再

現性も良好であったことから，引き続き適切にディ

ーゼルエンジン油の清浄性試験を実施可能である

ことが証明できた．本試験結果により JASO M 336

清浄性試験の試験受託機関としての登録を継続す

ることができ，今後も各種製品の受託試験を実施す

る． 

 

(11)JASO ディーゼルエンジン油動弁摩耗試験(標

準油試験) 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 中條 智哉 

《研究概要》 

 JASO M 355 自動車用ディーゼル機関潤滑油で

は，製造者が製品の性能を自ら保障するオンファイ

ルシステムが運用されており，要求性能を満足する

試験結果を JASO エンジン油規格普及促進協議会

(普及促進協議会)へ届出ることにより，製品の登

録・販売が可能となる．届出に必要な一部のエンジ

ン試験は JASO M 355 の運用マニュアルに定めら

れた標準油の規格値を満足する試験を行った試験

機関で実施する必要がある． 
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 JARIは2014年にJASO M 336:2014自動車用デ

ィーゼル機関潤滑油－清浄性試験方法の試験受託

機関として登録後，2015 年には JASO M 354:2015

自動車用ディーゼル機関潤滑油－動弁系摩耗試験

方法(JASO M 354 動弁系摩耗試験)についても試

験受託機関として登録し，これまで各種ディーゼル

エンジン油製品の受託試験を継続して実施してい

る． 

 本テーマでは JASO M 354 動弁系摩耗試験の試

験受託機関登録を継続するため，標準油の試験を実

施した．その結果，標準油のタペット摩耗量は規格

値を満足し，過去の標準油試験結果に対する再現性

も良好であったことから，引き続き適切に動弁系摩

耗試験を実施可能であることが証明できた．今後も

JASO M 354 動弁系摩耗試験の試験受託機関とし

て各種製品の受託試験を実施する． 

 

(12)大気粒子中に含まれる NPAH の分析検討 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 柏倉 桐子 

《研究概要》 

近年，自動車排出ガスの規制強化により，自動車

から排出される大気汚染物質は大きく減少した．一

方，自動車が発生源の一つとされている大気中の

PM2.5 濃度は，低減対策が進められているものの，

環境基準を達成できない観測局がある．  

大気中の PM2.5 や自動車から排出される粒子中

にはニトロ化多環芳香族類 (NPAH) が存在する．

NPAH は薬品やプラスチックなどの合成に用いら

れる基礎工業製品である他，非意図的な発生源とし

て，自動車からの排出や大気中で多環芳香族炭化水

素類と窒素酸化物との反応で生成することが報告

されている．NPAH には強い変異原性や発癌性が疑

われる物質があり，健康への影響や環境中での挙動

が注目されている． 

本研究では，19 物質の NPAH について，質量分

析器付き液体クロマトグラフによる分析法を検討

した．測定対象とした 19 物質のうち，13 物質はピ

ークを分離し，分析することができた．残りの 6 物

質は質量が 247.3 の同位体で，分子構造がよく似て

いることから，定量が可能なレベルまでピークを分

離する事が困難であった．今後は測定可能となった

物質について実試料の処理・分析を試みる． 

 

(13)ディーゼル排気粒子による DNA メチル化と遺

伝子発現の関連性の解析 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 伊藤 剛 

《研究概要》 

近年，環境汚染物質による健康リスクの初期段階

を鋭敏に捉えることを目的に，細胞や組織の遺伝子

発現を有害性の指標として解析するようになった．

さらに最近では，その遺伝子発現は DNA やヒスト

ンの化学修飾により制御されていることが解明さ

れつつあるが，環境汚染物質がこの種の遺伝子発現

制御機構に及ぼす影響については十分には理解さ

れていない．本研究では，大気関連の環境汚染物質

が遺伝子発現制御機構に及ぼす影響を理解するこ

とを目的とし，大気関連の環境汚染物質としてディ

ーゼル排気粒子 (Diesel exhaust particles：DEP)

を用い，DNA のメチル化と遺伝子発現の関連性を

解析することとした． 

2017 年度は，ヒト肺胞上皮細胞株の A549 細胞

を用い，DEP を長期間(1 ヵ月)処置し，エピゲノ

ム全域 DNA メチル化解析を実施し，それと併行し，

DNA マイクロアレイによる網羅的遺伝子発現解析

を実施し，それらの関連性を解析した．その結果，

DEPの 1ヵ月処置によるA549細胞のDNAメチル

化状態および遺伝子発現変動が明らかになり，関連

性があると思われるいくつかの遺伝子が見出され

た． 

 

(14)平成 29 年度地域交通 CO2排出量可視化技術の

CO2排出量モデルの観点からの調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 金成 修一 

〔委託元〕 

 パシフィックコンサルタンツ株式会社 

《研究概要》 

本事業では，エネルギーITS 推進事業 (NEDO 事

業，実施時期：2008～2012 年度) にて開発した広

域における交通流を考慮した CO2 排出量推計手法

を用いて，隊列走行，自動運転(一般道，高速道路)，

グリーンウェーブ走行，次世代都市交通システム

(ART)，地域管制交通システム(自動駐車，ラストワ

ンマイル)が普及した場合の CO2排出量を東京都，

柏市，東名・新東名を対象に推計した．CO2排出量

を推計する上で，各種自動運転の走行方法(平均速
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度や加減速度など)の検討，実際の道路に自動運転

車が混入した際の交通流変化，走行方法が最適化さ

れた場合の CO2 排出量モデルの検討を行った．そ

の結果，今回，評価したケースにおいては，各種技

術の普及により CO2 排出量削減効果がみられた．

一方で，一部のケースにおいては，技術が導入され

ることで，技術を導入していない従来車との混在交

通下では周辺における交通流の悪化を招き，CO2

排出量が増加するといったネガティブインパクト

が発生するケースが見られた． 

 

(15)ブレーキ摩耗由来のPM測定法等の検討に向け

た調査業務 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 萩野 浩之 

〔委託元〕 

 環境省 

《研究概要》 

現在，国連欧州経済委員会では，ブレーキ粉塵

試験方法について議論されている．本研究では，

ブレーキ粉塵の量を適切に評価するための測定

法や試験サイクルなど，ブレーキ粉塵試験方法の

検討に必要なデータを得る事を目的とし，試験を

実施した． 

欧州で使用されているブレーキ材 (LS) と国

内で広く使用されているブレーキ材 (NAO) に

対し，走行モード中の粒子を計測した．LS 材か

らのブレーキ粉塵の排出係数は，PM10 で 7.1 

mg/km，PM2.5で 4.3 mg/km，NAO 材からの排

出係数は，PM10 で 1.7  mg/km，PM2.5 で 1.3 

mg/km であり，LS の方が多く排出された．LS

は欧州における排出ガス規制値 (Euro6) の PM

排出係数 (4.5 mg/km) に相当するレベルである

ことが分かった．粒子数濃度 (PN) の排出係数は，

LS で 1.1×108 #/km，NAO で 4.5×107 #/km で

あり，LS の方が多く排出されることが分かった．

ただし，欧州における排出ガス規制値 (Euro6) 

の PN 排出係数 (6×1011 #/km) と比べ，いずれ

も低いレベルであることが分かった． 

 

(16)最新の排出インベントリに関する基礎的研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 冨田 幸佳 

《研究概要》 

自動車からの大気汚染物質排出量の算定は，大気

環境対策を検討する上で重要である．JARI では算

定に JATOP (Japan-Auto-Oil Program) で開発さ

れた自動車排出量推計モデルJEI-VEMを用いてき

た．JEI-VEM は 2001 年の開発開始以降，新しい

排出ガス規制やそれに伴う車両構造の変更に対応

するための改良が重ねられてきた．今後も改良を効

率的に続けるには，プログラム構造の整理が必要で

ある．また現状，日本全国の排出量計算に 2～3 日

程度を要するため，様々なケーススタディを実施す

るには計算時間の短縮が望まれる． 

本研究ではプログラム構造を整理するため，

JEI-VEM 最新版の仕様説明書および使用手順書を

作成した．仕様説明書では入力・出力データの形式

をまとめ，使用手順書では国の公的な統計を主に用

いて入力データを作成する方法およびプログラム

の使用手順，出力データの整理方法の一連の流れを

まとめた．また，並行して計算高速化について検討

し，走行時の排出量計算を配列演算に対応させるこ

とでプログラムを高速化し，計算時間を短縮できる

見込みを得た． 

 

(17)原因物質と酸化能の発生源同定に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 萩野 浩之 

〔委託元〕 

 気象研究所(環境省環境研究総合推進費) 

《研究概要》 

つくばにおいて，PM2.5 濃度ならびに光学的ブラ

ックカーボン (OBC) 濃度，無機・有機成分および

微量無機元素の連続観測を行った． 

PM2.5の1時間値で70 μg/m3を超えた高濃度の

イベントは，2018年 1月 22日の日中ならびに 2018

年 2 月 2 日の早朝であった．1 月 22 日において濃

度が増加した成分は，有機エアロゾル (OA)，硝酸

イオン，硫酸イオン，アンモニウムイオン，塩化物，

無機元素では，K，Cd，Pd などであった．同日に

はつくば市内で野焼きが行われており，その影響を

受けていたものと考えらえる．2 月 2 日において濃

度が増加した成分は，OA，微量無機元素では Al，

Si，Ca，Ti，Fe，Co，Mn，Y，Nb，Sm，Eu，

Gd，Dy，Ho，Er，Tm，U などである．2 月 2 日
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は，乾燥が続いた気候に加え，強い北風が起きたた

め，関東で田畑からの土壌粉塵の巻上げが観測され

たことから，土壌による影響を受けていたことが示

唆された． 

 

(18)大気予測に関する研究(JATOPⅢ) 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 森川 多津子 

《研究概要》 

JATOP (Japan Auto-Oil Program，'07～'17 年

度) は石油および自動車業界の協力の下に，将来の

技術的課題の解決を目指す自動車・燃料研究と大気

研究のプロジェクトである．2017 年度の大気研究

は，以下の項目を実施した． 

①将来推計: 国の基本計画や，自動車の平均車齢変

化などから，固定発生源および自動車排出量を推計．

大気モデル CMAQ による 2025 年の PM2.5年平均

濃度は，2010 年比で首都圏は約 2 割低減，他地域

は約 1 割低減すると推計された． 

②PM2.5主成分観測: 3年間の連続PM2.5主成分観測

結果から'16年以降のPM2.5減少傾向を詳細に説明．

炭素成分起源解析から寒候期の大気モデル過小評

価改善の方向性を示唆した． 

③有機二次粒子(SOA)生成モデル改良: 光化学チャ

ンバ実験に基づき，植物 VOC 起源の SOA 生成反

応パラメータを更新，また反応生成物がさらに OH

と反応する経路を追加した． 

④大気モデル改善評価: (3)以外に環境省排出イン

ベントリの最新情報を反映し，PM2.5 中の硝酸イオ

ンの再現性改善を確認した．一方，有機成分は過小

評価の更なる改善が必要であることを示した． 

JATOP 大気研究は前身の JCAP (Japan Clean 

Air Program, '97～'06 年度) も含め，21 年間に渡

り，国の政策に資する科学的知見を提言，国内の大

気研究の推進に貢献した．JARI は大気研究の一翼

を担い，重要な役割を果たした．研究遂行にあたり

多くの方々に感謝いたします． 

 

(19)重量車の燃費試験法に関する調査 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 伊藤 貴之 

〔委託元〕 

国土交通省 

《研究概要》 

日本では 2016 年に世界で初めて重量車の燃費基

準が策定された．燃費の測定方法としては，エンジ

ンベンチ試験で定常燃費マップを計測し，平ボディ，

トラクタ，バスといった決まった車両形状の車両諸

元値を用いて，シミュレーション法で測定する方法

が採用されている．この手法は 2015 年に世界に先

駆けて定められ，欧米においても同様の手法による

大型車の燃費試験法の制定が進みつつある． 

国内の次期重量車燃費基準では，空気抵抗測定法

の整備の進展，タイヤ転がり抵抗のラベリングによ

り，空気抵抗値とタイヤ転がり抵抗値についてシミ

ュレーションプログラムへの入力が可能な環境が

整えられたこと，またエコドライブの普及によりギ

ア変速ロジックが燃費志向に変化してきたことな

どを踏まえ，これらの要素を燃費試験法へ反映させ

るため，重量車燃料消費率計算プログラムの修正が

行われてきた． 

本事業においては，次期重量車燃費基準の策定に

併せて，公開用の次期重量車燃料消費率計算用プロ

グラムの作成を行った．プログラムは変速機の種類

に応じて，3 種類(手動変速機付き用，機械式自動変

速機付き用，およびトルクコンバータ式自動変速機

付き用)を作成した． 

 

(20)平成 29 年度エアコンの燃費影響評価方法策定

に関する調査 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 羽二生 隆宏 

〔委託元〕 

 国土交通省 

《研究概要》 

実走行時の自動車の燃費は，気象などの走行環境，

エアコン使用などの運転条件等に依存し，カタログ

等に表示されている国土交通省の審査値と実走行

時の燃費値には少なからず，乖離があると言われて

いる．このため，自動車ユーザーへ適切な情報提供

を行う観点から，燃費への影響が比較的大きいと考

えられるエアコンについて，その影響を適切に評価

することが必要である． 

本調査では，気候条件の中でも日射の影響を把握

することを目的とした．具体的には，米国で採用さ

れているエアコン使用時の排出ガス燃費試験法の

試験条件を参考に，日射環境下でのエアコン試験を



 

 

 

日本自動車研究所 2017 年度 年報 15 

実施し，日射および日射環境下でのソーク時間が燃

費に及ぼす影響を調査した． 

試験室温度 30℃，日射 850 W/m2 環境下に車両

をソークすると，ソーク時間が長くなるに従い車室

内の温度は上昇し，エンジン再始動後のエアコン使

用時の燃料消費量は増加する傾向にあった．試験室

温度 30℃，日射 850 W/m2環境下で 2 時間のソー

クを行うと，燃料消費量は，駐車を行わなかった場

合の燃料消費量に対して，1.47 L/100km 増加した． 

 

(21)平成 29 年度低温試験法策定等に関する調査 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 羽二生 隆宏 

〔委託元〕 

 国土交通省 

《研究概要》 

現行の自動車の排出ガス・燃費・電費試験は，25

±5℃環境下の試験室内でシャシダイナモメータを

用いて測定されている．自動車の実使用時において

は試験時とは異なる温度環境下で使用される場合

が多く，特に BEV では，低温環境時にて，バッテ

リ性能の低下やヒーターの使用によって航続距離

が著しく低下することが知られている． 

本調査では，低温環境時の BEV の使用条件(試験

室温度・バッテリ温度・ヒーターの影響)による影

響を明らかにし，電費や航続距離への影響を適切に

評価できる試験法を検討するとともに自動車の実

使用時において排出ガスや燃費に効果のある装

置・技術を評価し，導入を促進するための優遇政策

等に関する国際的な動向について調査した． 

交流電力量消費率は，試験室温度が低いほど高く

なる傾向にあった．また，エアコンを使用した場合

も交流電力量消費率は高くなる傾向にあった．23℃

環境エアコン OFF 条件と比較すると，-7℃環境エ

アコン OFF では 24％ (33 Wh/km) 高くなった．

さらにエアコンを使用すると，エアコンを使用しな

かった場合と比べると，交流電力量消費率は 32％

(55 Wh/km) 高くなった． 

 

(22)平成 29 年度省エネルギー政策立案のための調

査事業(自動車単体対策に係る調査検討事業) 

〔プロジェクトチーフ〕 

エネルギ・環境研究部 鈴木 徹也 

〔委託元〕 

 経済産業省資源エネルギー庁 

《研究概要》 

自動車単体対策とエコドライブの効果について，

国際的な動向を踏まえつつ，以下の調査・検討を行

った． 

①自動車の最新状況を整理した．具体的には，(a)

各種省エネルギー対策技術別の 2016 年までの乗用

車新車生産台数，(b) 総排気量，車両重量，フット

プリント，車室内容積を燃費基準の指標とした際の

メリット・デメリット，(c) Well to Wheel 分析の評

価手法や日米欧主要文献の概要． 

②ユーザーの燃費や次世代車への関心に関する文

献調査，販売店や自動車メーカーを対象としたアン

ケート調査(WLTC モード燃費表示，次世代自動車

の情報提供，店頭展示車のモード燃費表示)，欧米

における動向調査の結果を踏まえ，ユーザーに訴求

力のある情報提供の在り方を検討した． 

③自動車メーカーから入手した走行ビッグデータ

を解析し，エコドライブ支援ツールが燃費向上に寄

与しその効果に継続性があることを明らかにした． 

④ ①，③の結果と有識者へのヒアリング結果を踏

まえて，「エコドライブ 10 のすすめ」の見直し案

を検討した． 

 

(23)固体高分子形燃料電池利用高度化技術開発事

業／普及拡大化基盤技術開発／触媒・電解質・

MEA 内部現象の高度に連成した解析，セル評価 

〔プロジェクトチーフ〕 

 FC・EV 研究部 橋正 好行 

〔委託元〕 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合  

 開発機構 (NEDO) 

《研究概要》 

本プロジェクトでは，固体高分子形燃料電池の膜

／ 電 極 接 合 体 (MEA: Membrane Electrode 

Assembly) の電解質膜や触媒の性能，耐久性を客

観的に評価するための試験法の開発，ならびに開発

した試験法も活用した新規開発材料の第三者機関

としての客観的な評価を行っている．今後燃料電池

スタックの適用が商用車や大型の業務用車両など

へも拡大することが想定されるため，電流密度の増

加や使用の長期間化など，燃料電池の使われ方の変
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化を想定した評価が必要になる可能性がある．2017

年度は，スタック面内の位置ごとの発電環境の違い

が長時間の発電耐久性や電位変動時の Pt 劣化速度

に及ぼす影響を調査した．また，カーボンアロイ触

媒，コアシェル触媒，酸化物触媒など，NEDO 事

業で開発されている新規触媒材料について，材料特

性に対応した作製手法を適用して MEA を作製し，

発電評価を行って得られた評価結果を材料開発者

にフィードバックすることで材料開発に貢献した． 

 

(24)「自動車用圧縮水素容器の基準整備・国際基準

調和に関する研究開発」 

(25)「水素充填方法に係る国際標準化・技術基準の

見直しに関する研究開発」 

(26)「FCV の水素安全基準等の国際調和に関する研

究開発」 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC・EV 研究部 冨岡 純一 

        山田 英助 

        山崎 浩嗣 

〔委託元〕 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合 

 開発機構 (NEDO) 

《研究概要》 

 本事業では，圧縮水素容器，水素供給インフラお

よび FCV に関わる安全基準などの国内規制の適正

化，国際基準調和および国際標準化等に資する研究

開発を実施するため，2017 年度では，以下の項目

を実施した．  

①圧縮水素容器の安全性評価：FCV の国連基準

GTR13 の改定(Phase2)審議が 2017年 10月に開始

された．高圧ガス保安法に係る主な課題に対する国

際提案に向けて，a.容器破裂圧力の適正化，b.金属

材料の水素適合性試験法，c.アルミニウム合金の腐

食試験法(日本高圧力技術協会規格化済：HPIS E 

103)について，実証試験データを取得し，データに

基づく各試験法案を作成した．国際提案に向けた専

門家による国内推進会議での承認を経て，GTR13 

Phase2 国際審議にて各日本案を提案し，審議課題

として国際的に認識された． 

②水素充填方法の安全性評価： SAE(米国自動車技

術会)，ISO(国際標準化機構)等の国際会議にて，日

本の充填技術に適合した規格策定に誘導した．日本

から提案したノズル氷結試験および嵌合試験が，水

素コネクタ(ノズル・レセプタクル)の国際規格であ

る ISO17268 (Gaseous hydrogen land vehicle 

refuelling connection devices) に承認された．また，

小容量タンクへの充填試験を実施し，プレショット

によるタンクの初期圧推定モデル等の開発を行い，

小容量タンクの充填プロトコルの開発に資するデ

ータの取得を行った． 

③FCV の安全性評価：FCV の排気中に含まれる水

素ガス濃度の許容値を評価するため，実車の排気に

近い条件である空気流中で単発的に水素を流した

状態での燃焼特性および着火した際の排気管出口

周囲部のリスク調査，水素濃度計の応答性確認試験

を実施した．また，水素漏洩している車両を散水に

よってリスクを低減させるための手法や安全弁作

動時の水素噴流火炎の規模を予測するシミュレー

ションモデルや FCV 火災訓練用のシミュレータの

開発および高圧配管切断時の周囲影響を調査し，事

故後処理手法に関わるデータを構築した．さらに国

内標準化活動では，「ファーストレスポンダーおよ

びセカンドレスポンダーの安全のための BEV およ

び HEV および FCV への推奨実施事項」および

「FCV の高圧水素ガスを安全に抜くためのガス抜

きツールおよびガス抜き方法」の日本電動車両規格 

(JEVS) を発行した．  

 

(27)水素ガス品質管理方法の国際標準化に関する

研究開発 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC・EV 研究部 田村 浩明 

〔委託元〕 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合 

 開発機構 (NEDO) 

《研究概要》 

FCV に充填する水素燃料の品質については，日

本より議長を選出し，諸外国を主導して 2012 年 12

月に ISO 国際規格(ISO14687-2)を発行した．本テ

ーマでは，事業の推進のため，燃料標準化 WG を

設け，また本事業で得られた試験研究成果も活用し，

国際規格，国際標準化に関する技術検討を行ってい

る．本事業は， 2013 年度よりスタートし，2017

年度で 5 年計画の中の最終年を終了した． 

国際標準化の情勢としては，主に欧州において，

ISO14687-2 に適合するための水素品質管理が，分

析精度，コストの面から困難であるとの主張があっ
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た．それに対応するため，新たに水素品質管理規定

として ISO19880-8(水素品質管理)を日本から新規

提案し，日本が議長となり，審議を開始した．十分

な 合 意 形 成 を 経 た 照 会 原 案 (DIS: Draft 

International Standard)が完成し，2018 年 2 月に

DIS 案を最終合意した．2018 年前半を目処に IS と

して発行予定．また，水素品質規格も ISO14687 と

して日本議長の下，改定中で，2018 年 1 月に DIS

最終案を TC197 に提出した．今後 FDIS を経て

2018 年中の IS 発行を目指している. 

 

(28)水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車

および水素供給インフラの国内規制適正化，国

際基準調和・国際標準化に関する研究開発／水

素ステーションにおける水素ガス品質管理方法

の国際標準化に関する研究開発 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC・EV 研究部 松田 佳之 

〔委託元〕 

 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合 

 開発機構(NEDO) 

《研究概要》 

水素品質規格 (ISO14687-2) 改訂の過程で欧州

から提案されたホルムアルデヒド (HCHO) の許

容濃度緩和可否を判断するため，HCHO が燃料電

池の発電性能に及ぼす影響を調査した．HCHO を

添加したときの燃料電池アノード出口における不

純物排出挙動をガス分析によって調査し，さらに，

FCV に搭載されている燃料電池スタックの一般的

な燃料供給設計を考慮した水素循環系における発

電性能への影響度を見極めた．HCHO は水素循環

系で濃縮せず，提案された値では燃料電池の発電性

能に明確な影響が見られないことを JARI標準セル

を用いた試験により示した．得られた結果から，日

本としては照会原案 (DIS: Draft International 

Standard) でのHCHOの許容濃度緩和に合意する

こととなった．また，有機ハイドライドを水素キャ

リアとして利用した場合に混入が予見される不純

物が燃料電池の発電性能に及ぼす影響を評価した．

トルエンをはじめとした 6 種類の不純物について

水素循環系における実験の結果，トルエンなどの有

機ハイドライド由来不純物は改定前の許容濃度で

は問題とならない可能性が高いことを示した． 

(29)固体高分子形燃料電池に用いる電極触媒のオ

ペランド TEM 観察による劣化機構解明 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC・EV 研究部 清水 貴弘 

〔委託元〕 

 独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

本研究は，固体高分子形燃料電池作動中の電極触

媒の構造変化を可視化し，詳細な劣化メカニズムを

明らかにすることを目的とする．2017 年度は，透

過電子顕微鏡 (TEM) での観察用に加工した膜／

電極接合体 (MEA) 小片を用いて Ex situ TEM 観

察(初期構造を観察後，試料をホルダに保持した状

態で TEM 試料室外で処理を行い，処理後の構造変

化を観察する手法)を行うことで，電気化学的特性

と触媒層の構造変化の関連を調査した．電気化学測

定に対応したTEM観察用試料ホルダと試料反応装

置を用いて大気圧，加湿条件での MEA 小片の電気

化学的な Pt 有効表面積(ECA)を算出した結果，単

セルを用いて測定したものと同程度であることを

確認した．また，実際の作動条件に近い温度・湿度・

ガス圧力での電位サイクル試験も可能となった．そ

の結果，ECA の低下，カーボン担体の劣化，Pt ナ

ノ粒子の粗大化等，単セルで実施した試験と同様の

MEA 触媒層の劣化現象が生じていることが推察さ

れた．本研究では，同一試料・同一視野の TEM 観

察を実現したことから，触媒層のうち，劣化が進行

しやすい部位の特定に向けた研究を今後進めてい

く． 

 

(30)新規蓄電池評価技術の検討 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC･EV 研究部 松田 智行 

《研究概要》 

BEV 用蓄電池には長期の耐久性が必要であるこ

とから，適切な寿命評価手法の開発が求められてい

る．また，現在 BEV 用蓄電池に使用されているリ

チウムイオン電池 (LIB)とは異なる新規材料を用

いた蓄電池についても開発が期待されている．そこ

で本研究テーマでは，LIB の寿命評価手法開発と，

新規材料を用いた蓄電池の試作を試みた．寿命評価

手法開発では，保存劣化時の電極状態を評価する技

術として中性子線回折に着目し実験を行った．実験
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は国内の大強度陽子加速器施設である J-PARC 

(Japan Proton Accelerator Research Complex) の

物質・生命科学実験施設に設置された中性子ビーム

ライン iMATERIA で行った．円筒型 18650 型 LIB

の中性子線回折測定の結果，保存時の電極状態変化

を非破壊で追跡可能であることが明らかとなり，中

性子線回折が保存時の寿命評価手法の開発ツール

として有用であることが分かった．新規材料を用い

た蓄電池については，全固体電池および電解質を高

濃度に溶解させた高濃度電解液系のリチウムイオ

ン電池に着目し，劣化解析用としてコイン電池の試

作検討を進めた． 

 

(31)火傷・爆発による人体評価シミュレーション

モデル開発 

〔プロジェクトチーフ〕 

FC･EV 研究部 山田 英助 

《研究概要》 

 FCV の火災等を模擬した試験で得られる車両

周辺の温度や熱流束から，人体への熱的影響を評

価する手法の検討を行った．人体の皮膚を三層

(表皮，真皮，皮下組織)構造としてモデル化し，

火傷の度合いを評価する数値シミュレーション

ソフトウェアの開発を行った．FCV の火災で発

生する瞬間的な水素火炎に対応するため，熱緩和

時間を適用した双極型の熱伝導モデルを導入し

た．皮膚の物性値，火傷の評価基準を ISO13506 

(Protective clothing against heat and flame) に

定められた値を使用することで，火傷の標準的な

評価が可能となった． 

 

(32)車載蓄電池および充電器に関する国際標準

化・普及基盤構築 

〔プロジェクトチーフ〕 

 FC･EV 研究部 高橋 雅子 

〔委託元〕 

 経済産業省 

《研究概要》 

 本事業は，電動車両(EV)普及の鍵となる駆動用

蓄電池と充電システムについて，安全性・性能・

互換性などに関する日本主導の国際標準を策定す

るとともに，当該標準のEV技術基準等への反映に

向けて取り組み，環境・燃費性能に優れるEVの普

及拡大を推進することを目的とする．2017 年度は

主に次の成果を達成した: ①日本提案の国際規格

6 件 (IEC 62660-1：LIB セル性能試験，  IEC 

62660-2： LIB セル信頼性・誤用試験， IEC 

62576：HEV 用 EDLC 試験法，IEC 61851-23：

DC充電ステーション要件，IEC 61851-24：DC充

電制御通信)の改定審議を議長国として主導し，各

国意見調整の上，日本案を反映させた． IEC 

61851-23，IEC 61851-24はCD2，IEC 62660-1， 

IEC 62660-2はCDV，IEC 62576は ISを発行した．

②日本提案の公開仕様書(ISO PAS 19363：磁界

WPT 車両要件)の IS 化審議を開始し，日本案反映

の上，CD に移行した．③日本提案の国際規格案 1

件(IEC 61851-23-2：小容量DC充電器)の新規プロ

ジェクトを開始し，IEC 61851-23/システムAに基

づく電動車両用充電システムを規定した上で，CD

に移行した．また，当該システムに対応する車両

カプラ(IEC 62196-6)の NP を提出し，承認された．

4)上記を含む EV 用電池・充電関連の計 24 件の国

際規格案に日本案を反映させ，日本製品・技術に

適した国際標準の整備を進めた．2017 年度は，次

の 7 件が発行または発行準備段階に移行した： 

IEC 61851-21-1(コンダクティブ充電：車載充電器

EMC 要件)，IEC 61851-21-2(コンダクティブ充

電：オフボード充電器 EMC 要件 ) ， ISO 

15118-4(V2G CI：ネットワーク・アプリケーショ

ンプロトコル適合性試験 )， ISO 15118-5(V2G 

CI：物理層・データリンク層適合性試験)，ISO 

15118-8(V2G CI：ワイヤレス通信の物理層・デー

タリンク層要件)，IEC/TS 62196-4(クラスⅡ/クラ

スⅢDC アクセサリ寸法互換性)． 

 

3.2.2 安全に関する研究 

 

(1)交通安全に関する子どもの自己評価の発達と教

育効果に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 大谷 亮 

〔助成元〕 

公益財団法人 三井住友海上福祉財団 

《研究概要》 

歩行中の交通事故を瞥見すると，7 歳児の死傷者

数が最も多い状況となっている．交通参加者が事故

を惹起しないように，自らの知識や技量を過大評価

せず，適切な自己評価を行うためのスキル(自己評
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価スキル)が重要と報告されており，歩行者として

の子どもも上記のスキルを養うことが求められる．

子どもの自己評価スキルに関する研究は，数学など

の学力を対象にした研究は見られるが，交通に関わ

る知識や能力の自己評価に関する研究は見られな

い． 

本研究では，交通安全に関する児童の自己評価の

発達と，安全教育が自己評価に及ぼす影響を，文献

調査，アンケート，さらには行動観察などの手法に

より検討した．また，有識者との勉強会により，適

切な自己評価を育成するための教育担当者の役割

を議論した． 

アンケート調査の結果，交通安全に関わる自己評

価に学年差が見られたが，児童の性格や態度，世代

などの発達以外の影響も示唆された．また，教育に

より児童の自己評価が変化するか否かを調べたと

ころ，全学年(1 年生から 6 年生)とも教育前後で有

意差は見られなかった．以上の結果や有識者との勉

強会から，児童の適切な自己評価スキル育成のため

の配慮点を整理した． 

 

(2)JARI オリジナル人体 FE モデル開発に向けた調

査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 山本 義洋 

《研究概要》 

近年，自動車乗員ならびに自動車衝突時の歩行者

の保護を目的とした，自動車の安全装置(自動ブレ

ーキなど)が普及し始めてきている．そのため，今

後は，それらの影響を考慮した自動車の安全対策の

検討が必要になっている．同検討においては，衝突

前の自動車の安全装置が作動した状態や衝突中の

能動的な人体の動きを忠実に再現する性能がある

ものと考えられる．そこで，本研究では，人体の筋

肉応答を加味できる衝突解析用評価ツール(人体

FE モデル)を新規開発することを目的とした． 

2017 年度の取り組みでは，従来の有限要素法を用

いた筋肉のモデリング方法を進化させることを目

的に，最新の研究動向を踏まえ，３次元ソリッド要

素と１次元のビーム要素を併用した筋肉のコンセ

プトモデルの開発を実施した．その結果，異なる要

素を混合した際の各要素に生じるひずみのバラつ

きの問題や，腱や繊維の方向をモデルに適切に反映

させることの困難性が課題になることがわかった． 

今後は，同コンセプトモデルを改良するとともに，

最終的に全身筋骨格モデルを完成させる予定であ

る． 

 

(3)女性頚部傷害評価法に向けた調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

佐藤 房子 

《研究概要》 

後突事故に起因する頚部傷害を対象とした現行

の傷害指標やその対策は，主に男性に着目した研究

をベースに検討されている．一方，男性よりも受傷

率が高い女性への対策は，これまで殆ど検討されて

こなかった． 

そこで本研究では，女性の頚部傷害低減を目指し

た対策が必要と考え，後突時の女性乗員の挙動を再

現するために必要となる女性平均体型人体モデル

の開発動向を調査するとともに，女性の頚部傷害評

価指標の構築において必要となるクラッシュパル

スや女性乗員の傷害のデータを含有する事故デー

タについて調査した． 

その結果，上記に関する情報が構築でき，さらに，

同情報をベースに，女性の頚部傷害評価指標を構

築・提案する手法について検討することができた． 

 

(4)脊柱アライメントの男女間差異が自動車追突事

故による頚部傷害に及ぼす影響に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 佐藤 房子 

〔委託元〕 

独立行政法人 日本学術振興会  

《研究概要》 

追突事故による頚部傷害の対策として，現在，市

場に普及している頚部傷害低減シートは，男性に対

して，より効果的であると報告されている．女性に

対しても有効な頚部傷害低減シートを開発するに

は，頚部傷害の要因と考えられている衝撃時の頚椎

間相対変位が，男女間で異なることを踏まえて開発

する必要があるものと考えられる． 

そこで本研究では，その異なる原因の一つと考え

られている乗車姿勢における脊柱の配列・弯曲状態

(アライメント)のパタンを分析し，その脊柱アライ

メントが頚椎間相対変位に及ぼす影響を調査する
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ことを目的とした． 

なお，本年度は，運転時のシートの状態を考慮し，

シートバック角度 20°および 25°における脊柱ア

ライメントのパタンを分析した．その結果，シート

バック角度 20°および 25°の両条件において，頚

椎では女性は後弯またはストレート，男性は前弯の

傾向を示し，胸椎は女性よりも男性において顕著な

後弯を示す傾向にあることがわかった．またシート

バック角度の違いによる影響は，特に第 1 胸椎の傾

き，および胸椎アライメントに現れることを明確化

することができた． 

 

(5)自動走行システムの標準評価法の開発に関する

研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 北島 創 

《研究概要》 

本研究では，自動走行システムの安全性を評価す

る標準的な試験法を研究することを目的としてい

る．長期的な試験法検討の第一段階として，警察庁

の「自動走行システムに関する公道実証実験のため

のガイドライン」が推奨する実験車両の安全性の公

道走行前の確認に対応するため，具体的なテスト方

法を独自に検討した．まず，2015 年から公道を走

行している金沢大学との共同研究を進め，公道走行

前にどのような確認を実施したか調査した． 

 その結果，公道走行前に自動車教習所内で安全

性を確認した経緯があったことが分かった．具体的

には，自動走行システムがカーブ進入前に速度を調

整できることなどの確認に加えて，テストドライバ

が意図しない車両挙動に対し，直ちに対応できるよ

うに準備していることの確認と訓練を実施してい

た．これらの内容をヒントに，自動運転評価拠点の

多目的市街地，V2X 市街地，特異環境試験場を活用

して，公道走行にのぞむ実験車両の安全性を確認す

るための「基本レベル」「応用レベル」「特異環境テ

スト」の 3 種類のテストを用意した．本テストは，

実験車両のシステムとテストドライバのそれぞれ

の対応力の評価と訓練に活用することができる． 

 

(6)自転車事故防止に向けた運転支援策の構築およ

びその効果予測に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 面田 雄一 

《研究概要》 

日本の交通事故による死者数を見ると，自動車乗

車中の死者数は大きく減少しているものの，死者数

に占める自転車乗員の割合は増加しつつある．その

ため，今後，交通事故による死者数を現状よりもさ

らに削減するためには，自転車乗員の安全対策の検

討が重要な課題の一つといえる．自転車の安全対策

を推進するには，従来の衝突安全技術に加えて，予

防安全技術も含めた抜本的な対策が必要と考えら

れる． 

本研究では，昨年度までに既に構築した予防安全

技術による車両挙動の変化を考慮した事故再現シ

ミュレーションモデルをもとに，自動車の操舵回避

システム有無による自転車乗員の衝突後挙動解析

を行った．その結果，システム作動条件や自転車と

自動車との衝突の状況によっては自転車乗員頭部

の自動車に対する衝突位置がフロントガラスから

比較的に剛性の高い自動車の A ピラーに変化する

場合があることを明らかにした．  

今後は，衝突状況や自動車の車両諸元，支援方法

のパラメータを組み合わせて解析を行い，危険な衝

突パターンの明確化や対自転車事故防止に向けた

自動車の運転支援方法のあり方を検討する予定で

ある． 

 

(7)Sports and Traffic Concussion Injury 

Research 2017 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 Jacobo Antona-Makoshi 

《研究概要》 

Due to the persistence of traffic related 

life-threatening brain injuries, milder brain 

injuries, mainly concussions, have been regarded 

low priority so far. However, recent evidence 

shows that concussions comprise more than 80% 

of all traffic related moderate-to-fatal brain 

injuries and that a large proportion of concussion 

victims may suffer persistent psycho-social or 

neurological impairment. In addition to traffic 

crashes, other activities such as sports or falls 

add to the social burden caused by concussions. 

All this calls for the incorporation of concussions 

in the development of future brain injury 

prevention strategies. 
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In this research we developed a methodology to 

compare the brain injury prediction potential 

performance of different biomechanical brain 

injury criteria and to develop associated injury 

risk functions. The methodology combines 

human and animal experimental data analysis 

with extensive simulation work with human and 

animal brain finite element numerical models. 

The methodology also includes a verification of 

the injury risks predicted by the developed 

criteria and injury risk functions in car crash 

tests based on both concussion and 

life-threatening brain injury risks estimated 

from real-world crash data. The methodology 

developed has been discussed with brain injury 

biomechanics experts in Japan and overseas and 

is being considered by international standards 

organizations for its possible incorporation for 

brain injury risk evaluation in future car crash 

safety standardized testing. 

 

(8)拡張現実を用いた実走行シミュレータによる自

動運転の人間機械協調系に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 内田 信行 

〔委託元〕 

 独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

本研究の目的は，死亡事故に占める割合が高い車

両対歩行者事故の発生メカニズムを明らかにする

と共に，拡張現実(AR) を備えた実走行シミュレー

タを開発して有効な運転支援(予防安全)方策を見い

だすことである．研究実施の結果，ドライブレコー

ダのヒヤリハットデータ分析に基づき，交差点走行

時の車両進行方向の調整操作と歩行者見落としリ

スクとの関連性を明らかにすると共に，交差点走行

時の車両コントロールの負荷を低減することで，歩

行者発見能力の向上に繋がる可能性を示した．さら

に，日本自動車研究所テストコースにおいて AR 実

験車両を用いた走行実験を行い，交差点走行時のス

テアリング自動制御による対歩行者事故防止効果

について検討した.その結果，交差点右左折時の車

両コントロール(進行方向変化)負荷の低減に繋がる

支援が，運転者の安全確認能力の向上を促すという

実験結果が得られた．以上から，交差点右左折時に

おける横断歩行者の見落とし事故防止支援に関す

る基礎的知見が得られた. 

 

(9)眼疾患(緑内障)における視野欠損程度と運転影

響の把握と運転支援方策の検討 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 佐藤 健治 

《研究概要》 

近年の緑内障に関する疫学調査によると，40 歳

以上の 20 人に 1 人が緑内障に罹患していると報告

されており，高齢化が進む国内においてはさらに緑

内障患者の増加が懸念される．緑内障は症状の進行

状況により社会生活における影響が様々であるが，

自動車の運転に関しては詳細な影響が把握されて

いない．本研究では，緑内障による運転への影響を

把握するために，ドライビングシミュレータを用い

て，様々な交通場面における緑内障患者の運転行動

を計測した．実験結果から，緑内障患者は視野障害

が進行していると，注視点に対して特定の位置から

危険対象物が出現すると，発見が遅れる傾向がみら

れた．また，運転支援の検討では，支援がないより

も支援があると発見反応時間が早くなる傾向が見

られた．しかしながら，支援によっては，視線方向

に偏りがみられるケースがあったため，交通参加者

の存在への認識が遅れる可能性が推察される．視野

障害による運転への影響を詳細に把握するために

は，実験者数を追加検討する必要がある．これらの

研究結果を通じて，緑内障患者への安全運転教育や

運転支援の方策等へ繋げていくことを目指してい

る． 

 

(10)衝突被害軽減制動制御装置［対歩行者：夜間］

等の試験・評価方法に係る調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 若杉 貴志 

〔委託元〕 

 独立行政法人 自動車事故対策機構 

《研究概要》 

国土交通省と独立行政法人自動車事故対策機構

(NASVA)が進める自動車アセスメント(JNCAP)で

は，従来の衝突安全性能試験に加え，2014 年度か
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ら予防安全性能評価を開始し，これまでに衝突被害

軽減ブレーキ (対車両 AEBS)，後方視界情報提供装

置(バックカメラ)，車線逸脱抑制装置 (LDPS)およ

び対歩行者 AEBS［昼間環境］の評価試験が導入さ

れてきた．さらに 2018 年度からは，夜間の歩行者

事故対策を狙いとして，対歩行者 AEBS［夜間環境］

と高機能前照灯 (ADB/AHB) の導入が予定され，

試験条件や評価方法について議論が進められてい

る． 

本調査研究では，2018 年度からの対歩行者

AEBS［夜間環境］の JNCAP 化に向け，市販車両

を用いた実車実験を行い，各種パラメータの影響に

関する検証用データを取得するとともに，プレ評価

試験結果から現在の装置性能レベルを確認した．さ

らに，試験の効率化に関する検討を進め，最終的な

アウトプットとして試験法・評価法プロトコル案を

作成した．また，同じく 2018 年度からの導入が予

定される高機能前照灯 (ADB/AHB) の事故低減効

果を推定し，当該装置の評価点を試算した． 

 

(11)信号交差点右折時のヒューマンエラー事故防

止策に関する研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 内田 信行 

〔委託元〕 

独立行政法人 日本学術振興会 

《研究概要》 

 本研究は信号交差点右折時の歩行者事故低減を

目的とする．「見えているのに気がつかない」横断

歩行者との事故発生要因，および対策方法を明らか

にする．具体的には以下を実施する． 

①事故発生パターンの特徴抽出 

②事故発生の背景要因とメカニズムの解明 

③対策方法の検討とその有効性確認 

 上記を達成するためにドライバの注意配分の様

子を直接計測する手法を確立し，人間の本質的な弱

点が事故を誘発するメカニズムに関する基礎的な

知見を得る．本年度の実施内容としては，交差点右

折時には，運転操作負荷が増加することで安全確認

不十分に陥りやすくなることから，AR 実験車両を

用いて日本自動車研究所テストコースでの交差点

右折再現実験を行い運転操作負荷の指標について

検討を行なった．結果として，自車両の旋回半径変

化量を用いることで運転操作負荷を表せることが

できる可能性を示した． 

 

(12)自動車衝突安全技術の応用研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 加藤 良祐 

《研究概要》 

 当研究所は(株)特殊衣料と共同で，日常生活時に

転倒事故等にて頭部に加わる衝撃の軽減を目的と

した頭部保護帽を開発してきた．また，その保護性

能(頭部重傷発生リスクの低減効果)は，人体ダミー

を用いた衝撃試験の結果を用いて数値化すること

で，ユーザーに対して同帽の保護性能をわかりやす

く明示している． 

 今年度は主に緩衝材単品に対する衝撃試験を実

施し，今後の新型頭部保護帽に組み込むための緩衝

材の選定に役立つデータを取得した． 

また，近年，学生が授業や部活動等で柔道を行う際，

脳内損傷による死亡・重症事故が時折生じており，

その主要因は頭部の回転に起因する硬膜下血腫の

発生と言われている．当研究所では，頭部保護帽の

応用として，柔道時の頭部傷害事故を防ぐ保護具の

研究についても，ここ数年実施している． 

今年度は，硬膜下血腫を防ぎ，かつ，乱捕時の柔道

実施者の動きの妨げにならない保護具開発のため

の検討基盤を構築した．具体的には，シミュレーシ

ョンモデルを活用して，実験と同等の検討が，コン

ピュータ上で実施できる環境を構築した．今後は，

このシミュレーションモデルを用いて，効率的，か

つ，効果的な保護具の開発を実施する予定である． 

 

(13)さらなる死者数削減のための事故分析および

大型車の効果評価分析 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 岩城 亮 

〔委託元〕 

国土交通省 

《研究概要》 

 国土交通省では，道路交通事故の防止および被害

軽減を図るため，自動車安全基準の拡充・強化など

の車両安全対策を実施している．車両安全対策を効

果的に実施するため，様々な角度から事故の実態を

分析し，予め対策の効果を予測しておくだけでなく，

対策後にはその効果を検証して必要な見直しを行

っている． 
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 本調査では，交通事故総合分析センターが所有す

る事故データベース(交通事故統合データベース(マ

クロ)・事故例調査データベース(ミクロ))や東京農

工大が管理するヒヤリハットデータベースを活用

し，客観的なデータに基づいて交通事故の実態を分

析した．マクロデータについて，2008 年〜2016 年

(9 年間)の事故発生状況の年次推移を俯瞰的に分析

した結果，“歩行者対四輪”“四輪単独”“二輪単独”

が重点的に対策すべき事故類型であることが示さ

れた．また，ヒヤリハットデータベースおよびミク

ロデータにより“自転車対四輪”の追突場面を分析

した結果，自転車の挙動変化を予測することにより，

危険が顕在化する前に減速などの危険回避できる

ようにする対策が有効であることが示された． 

 

(14)ADAS・自動運転機能の開発/検証のための運

転行動データ分析 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 水野 将弘 

《研究概要》 

 自動運転技術の普及に際して，公道走行データを

収集して現在の道路交通環境の状況を把握するこ

とが重要であるが，新技術の普及過程においても継

続的にデータ収集を行うことで，交通環境の変化や

安全性の向上効果を定量的に検討する事が可能と

なる． 

 本研究では，自動運転技術の安全性論証における

基礎的な検討を目的として，30 台の車両による実

路走行データ収集(車外周辺映像，ドライバ視線・

顔向き映像，前方車両の相対距離等)とデータ分析

をおこなった．2000 時間を越える実路走行データ

を得た． また，計測データの活用事例として，高

速道路上におけるレーンチェンジを例に取り，自車

の走行軌跡や前走車両との衝突余裕時間の変化に

関する分析を行った．このような分析結果は ADAS

や自動運転の機能もしくは性能に対する評価指標

の提案に繋がるだけでなく，分析結果に基づく統制

環境下(ドライビングシミュレータ等)での実験デー

タ取得に発展させていくことが可能である．以上よ

り，自動走行システムの安全性評価において，その

比較対象となるヒューマンドライバのパフォーマ

ンスの数値化のための基礎的な知見が得られるこ

とがわかった． 

(15)後方視界を補助する情報呈示装置の支援効果

の検討 

〔プロジェクトチーフ〕 

 安全研究部 菊地 一範 

〔委託元〕 

自動車基準認証国際化研究センター 

《研究概要》 

 国連自動車基準調和世界フォーラム (WP29) に

おいて，低速時の近接交通弱者保護対策が求められ

ている．これを受けて自動車基準認証国際化研究セ

ンター(一般安全分科会)では，“低速時の近接交通弱

者保護に関するインフォーマルグループ

(VRU-Proxi Informal working group)”を設置し，

車両後方の状況をドライバに呈示する装置(後方状

況呈示装置)の基準化を審議している． 

 本研究では，後方状況呈示装置として，バックモ

ニタ機能およびクリアランスソナー機能に着目し，

それぞれの機能が単独／複合の場合それぞれの支

援効果を検討した．実験車両を用いたテストコース

での参加者実験では，車両の後方に現れる歩行者を

模擬したターゲットに対して，参加ドライバがその

ターゲットとの接触を回避できるのかをデータと

して取得した．その結果，装置が無い場合にはター

ゲットとの接触を避けられない状況においても，機

能が利用されることにより接触が回避されること

が示された．なお，それぞれの機能を，単独で利用

する場合と複合して利用する場合とでは，ターゲッ

トの回避割合に差異が見られなかった．バックモニ

タ機能またはクリアランスソナー機能のいずれか

の機能が車両に搭載されれば，後退時における歩行

者等の近接交通弱者への接触事故を防止，もしくは

被害軽減が期待できることを明らかにした． 

 

(16)車両安全に資するための医工連携による交通

事故の詳細調査分析 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 高山 晋一 

〔委託元〕 

公益財団法人 交通事故総合分析センター 

《研究概要》 

 更なる被害軽減対策を進めるには，自動車や道路

環境といった工学的な視点の検討だけでなく，事故

後の救命救急や医療(医学)などを含めた検討が求め
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られている．そこで，本研究では，被害軽減対策の

立案等に役立つ基礎資料を得ることを目的に医学

と工学が連携した交通事故詳細調査を引き続き実

施し，被害者の傷害内容について，検討をおこなっ

た．特に，歩行者事故に対しては事故再現シミュレ

ーションにより，事例ごとに歩行者と車両の接触箇

所，ならびに歩行者の挙動を詳細に分析し，加害部

位と傷害の関係について検証をおこなった． 

 更に，これまでの車両安全技術で救命できないよ

うな重大事故に対し，事故自動通報システムの導入

が期待されている．今年度は，事故自動通報システ

ムを受信する病院にヒアリングし，システムの

HMI に関する要望をまとめた．  

 

(17)自動運転車の普及による交通事故死者数およ

び事故件数の削減効果等の解析・評価に係る調査 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 面田 雄一 

〔委託元〕 

国土交通省 

《研究概要》 

本研究では，高度な自動運転システムを有する車

両が満たすべき安全性に関する考え方や要件等に

ついて検討・整理を行うために，自動運転車両の普

及による交通事故死者数および事故件数の今後の

傾向の解析・評価などを行うことを目的とし，以下

の 3 項目について調査を実施した． 

①自動運転技術による事故の削減効果の解析・評価 

 ACC，AEBS，LKAS および自動操舵の組合わせ

で機能する SAE レベル 2 に相当する自動運転シス

テムの普及状況ならびに，普及した場合の交通事故

削減効果を推計した． 

②自動運転システムに起因する事故の件数の傾向

に係る解析・評価 

 国内外の各種論文誌の中から，自動運転レベル 2

以上に相当する自動運転システムに関連するヒュ

ーマンファクタの研究動向を調査し，自動運転シス

テム特有の事故形態やドライバの運転行動に負の

影響を与える要因を抽出した． 

③限定地域自動運転移動サービスのユースケース

の設定およびリスクアセスメントの実施 

 自動運転車両が満たすべき安全性に関する要件

等に資するため，自動運転車両走行時に遭遇するリ

スクから代表的なユースケースを抽出した．また，

各地で実施されている SAE レベル 4 相当の実証実

験から抽出されたリスクについて整理した． 

 

(18)自動車の高安全化のための相補共有性制御と

ドライバの信頼感 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 安部 原也 

〔委託元〕 

独立行政法人 日本学術振興会  

《研究概要》 

自動車の自動運転を実現する上で，人が機械に自

車のペダルやハンドルの操作を安心して任せるこ

とができるかどうかか重要な課題の一つとなる．そ

のためには，人が信頼して使うことのできる自動運

転をデザインすることが必要である．本研究では，

高速道路を模擬した運転シミュレータ上に自動運

転車両が低速走行する車両に遭遇する場面，および

本線に合流してくる車両に遭遇する場面を設定し，

自動運転の走行方法の違いによる自動運転に対す

るドライバの信頼への影響を調べた．その結果，低

速車に遭遇する場面について，自車が低速車を追い

越す，あるいは低速車に追従するなどの自動運転の

対応方策をドライバに呈示することによって，情報

を呈示しない条件と比較して，自動運転に対する信

頼が高まることを示した．また，本線に合流してく

る車両に遭遇する場面について，自車が減速して合

流車に追従する，あるいは自車が車線変更するなど

自動運転の走行方法が，個々のドライバの同一場面

における手動での走行方法と同じであったとして

も，自動運転に対する信頼が必ずしも高くはならな

いことを明らかにした． 

 

(19)転倒による傷害耐性データに関する国際標準

化 

〔プロジェクトチーフ〕 

ロボットプロジェクト推進室 藤川 達夫 

〔委託元〕 

  経済産業省 

《研究概要》 

 JARI では，生活支援ロボットへの安全要求の国

際標準化に取り組んでいる．その一環として，

ISO/TC199 における，機械類に起因した事故によ

る人の傷害耐性の調査に参画し，データを提供して

きた．本プロジェクト(注)では，同調査に，ロボット
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等機械類の使用現場での人の転倒による傷害につ

いてデータを提供するために，名古屋大学を中心と

したコンソーシアムを組織して研究を行っている． 

①３年計画の最終年度である本年度は，以下の成果

を得た． 

a) 標準化対象のデータ調査   

b) 未標準化転倒状況の同定 

c) 同定された転倒状況における傷害耐性値の 

  推定  

d) 推定された傷害耐性値の妥当性確認 

②上記成果に基き,標準化提案を行った． 

ISO/TC199/WG12「人間-機械相互作用」において

WG(ワーキングドラフト)に関する検討に，WG12

国内対策委員会を通じて,国際会議に専門家を派遣

する事により実施した． 

(注)本プロジェクトは「2015 年度工業標準化推進事

業(戦略的国際標準化加速事業(国際標準共同研究開

発事業：転倒による傷害耐性データに関する国際標

準化))」に基づき実施している． 

 

(20) ペダル踏み間違い時加速抑制装置の試験・評

価方法に係る調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 岩城 亮 

〔委託元〕 

独立行政法人 自動車事故対策機構 

《研究概要》 

 国土交通省と独立行政法人自動車事故対策機構

（NASVA）が実施している自動車アセスメント

（JNCAP）では，従来の衝突安全性能評価に加え，

2014 年度からは予防安全性能評価が開始された．

また予防安全性能評価では，事故実態や技術進展を

鑑みつつ評価対象とする装置が年々拡充されてお

り，近年ドライバのペダル踏み間違いに起因する事

故への対策が望まれていることから，2018 年度に

はペダル踏み間違い時加速抑制装置の性能評価が

導入される． 

 本調査研究では，ペダル踏み間違い時加速抑制装

置の試験・評価方法の策定に資する知見を得ること

を目的として，交通事故統計データの分析や市販車

両を用いたテストコースでの実車実験を実施した．

それらの結果に基づき，JNCAP 試験における評価

シナリオ（試験時の衝突対象物，距離，速度，ペダ

ルの踏み方など）や採点方法（機能や試験成績によ

る事故低減効果に応じての得点配分）を検討すると

ともに，その妥当性を検証した． 

 

(21) 自動車アセスメントにおける新たな評価の導

入に係る調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

 安全研究部 鮏川 佳弘 

〔委託元〕 

独立行政法人 自動車事故対策機構 

《研究概要》 

 国土交通省と独立行政法人自動車事故対策機構

（NASVA）が進める自動車アセスメント（JNCAP）

は，1995 年度から自動車の衝突安全性能評価が開

始され，これまでに試験法の追加・変更や総合評価

の見直しが行われてきた． 

2018 年度からは，フルラップ前面衝突試験におい

て，助手席では女性・高齢者が多い事故実態を踏ま

えて，助手席に搭載するダミーを成人男性ダミーか

ら小柄女性ダミーに変更するとともに，側面衝突試

験においては，使用する移動式変形バリア（MDB：

Mobile Deformable Barrier）の仕様や搭載するダ

ミーを，近年の車両重量の変化（増加傾向）や生体

忠実度の高いダミーの開発状況を考慮して変更す

ることが予定されている．さらには，エアバッグが

展開するような交通事故が発生した場合に，自動的

に事故発生地点などの情報を通報する事故自動通

報装置の評価についても，新たに実施される予定で

ある． 

そこで，本調査研究では，上記のフルラップ前面衝

突試験法と側面衝突試験の試験法の改定に伴い，試

験時の評価項目やその閾値の見直しを検討すると

ともに，それらを踏まえた新たな試験法・評価法プ

ロトコル案を作成した．また，社会損失額をベース

に，事故低減効果を算出することで，衝突安全性能

の評価配点の見直し案を作成．さらには，自動車メ

ーカからの申請をもとに事故自動通報装置の装備

有無を確認する方法（案）についても検討した． 
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(22) チャイルドシートアセスメントにおける計測

ダミーの変更に係る調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

安全研究部 鮏川 佳弘 

〔委託元〕 

独立行政法人 自動車事故対策機構 

《研究概要》 

 国土交通省と独立行政法人自動車事故対策機構

（NASVA）が進めるチャイルドシートアセスメン

トは，2001 年度から開始されている．同アセスメ

ントでは，市販されている乳児用と幼児用のチャイ

ルドシートに対して，前面衝突試験と使用性評価試

験を行ない，それらの試験結果を用いてチャイルド

シートの性能評価を行っている． 

幼児用チャイルドシートの前面衝突試験では，評価

項目の一つとして，幼児ダミーの腹部に加わる圧力

（腹部圧力）に関する評価があるが，現在，幼児ダ

ミーとして使用されている Hybrid-III 3YO（3 歳児

相当の人体ダミー）には，腹部圧力を計測するため

のセンサーが内蔵されておらず，これまでは後付け

で，ダミー腹部の外側にシート状の面圧計を装着す

ることで，その評価を行ってきた．しかしながら，

面圧計が破損するリスク等もあり，腹部計測の方法

については，改善が求められていた． 

一方，近年，幼児の体格や生態忠実度に優れ，かつ，

腹部圧力が計測可能な Q3（新たな 3 歳児相当の人

体ダミー）が開発され，チャイルドシートの新しい

国際基準（UN-R129）において採用された． 

このため，本調査研究では，幼児ダミーの変更

（Hybrid-III 3YO→Q3）により腹部圧力計測の課

題解決を図ることを目的に Q3 を用いた前面衝突

試験を実施し，従来の前面衝突試験との連続性や相

関性を確認するとともに，Q3 を用いた場合の腹部

圧力の閾値を含む新たな試験法・評価法プロトコル

案を作成した． 

 

(23)ロボット介護機器開発・導入促進事業 

〔プロジェクトチーフ〕 

ロボットプロジェクト推進室 松本 光司 

〔委託元〕 

国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 

《研究概要》 

 本事業ではロボット介護機器の開発・導入の支援

を行うことにより，要介護者の自立促進や介護従事

者の負担軽減を実現し，ロボット介護機器の新たな

市場の創出をめざす．ロボット介護機器の安全・性

能・倫理基準を策定するコンソーシアム(産業技術

総合研究所他による)において，JARI は機器の安全

を検証する手法の開発を担当し，5 年計画の最終年

度である本年度は以下の成果を得た． 

①リスクアセスメントにおける危害算定方法の開

発 

a. 2016 年度までに求めたロボット介護機器が原

因の転倒における危害のレベルと確率に加えて，

人体ダミーを用いた再現実験により，転倒時の危

害に及ぼす姿勢および床の影響を把握した． 

b. ロボット介護機器本体やその稼動部が人と衝

突した場合の内出血のリスクについて，衝突部位

に発生する圧力と内出血の確率の関係を導出し

た． 

c. 以上の成果をまとめることで，リスクアセスメ

ントの参照資料となる「危害算定リスト」を作成

した. 

 ②安全試験方法の策定 

a. 安全評価基準(安全検証手法(電磁両立性))の開

発:ロボット介護機器から放射される可能性のあ

る周波数および電磁波の強度が周辺の医療機器

に及ぼす影響について実験した．実験した範囲内

では，問題のある影響は認められなかった. 

b. 安全評価基準(安全検証手法(機械安全))の開

発:ロボット介護機器には，リスクアセスメント

の結果に基づく安全検証計画を製造者が策定す

る必要がある．2016 年度までの研究成果に電気

安全分野の検討を追加して，安全検証計画を策定

する際に参考となる「安全性評価項目候補のリス

ト」を作成した． 

③安全評価基準(安全評価試験手法・装置の開発(機

械安全)) 

a. 移動支援機器の段差乗越試験，溝踏破走行試

験，片流れ路走行試験，降坂時速度抑制の安全試

験に適用可能な試験方法を開発した．また，機器

の安全性評価指標となる基準値の候補を導出し

た． 

b. 移乗支援(装着)機器のサポート力喪失のリス

クへの保護法策の試験に適用可能な試験法を開

発した．  

 

3.2.3 自動運転・IT・エレクトロニクス分野 
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(1)認識・判断データベース構築技術の開発と利活

用の検討 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 野本 和則 

〔委託元〕 

経済産業省 

《研究概要》 

 2017 年度は，前年度までの SIP(自動走行システ

ム)「走行映像データベース」の構築技術の開発お

よび実証と経済産業省直轄事業「運転行動データベ

ース」の研究成果をもとに，「認識・判断データベ

ースの構築技術の開発と利活用の検討」として，デ

ータベースの利活用を視野に入れた「自動運転

DataBank 構想」の立上げに向け，以下の研究開発

を行った． 

・データ共有や流通に必要な個人情報保護対応とし

て，「カメラ画像利活用ガイドブック」に従った適

切な事例を示した．また，機械学習により特徴点を

抽出しシーンを効率よく分類する技術の研究を行

った． 

・研究開発の総合評価として，ヒヤリハットや認識

が難しいシーンにて，車載カメラシステムとの性能

比較評価を行い，認識・判断データベースを用いた

歩行者辞書等の有利性を示した． 

・ドイツ PEGASUS プロジェクトや海外自動運転

システム研究開発の動向を調査し，今後の課題を整

理した 

・得られた知見を用いて，ヒアリング調査やサービ

ス検討および一部サービスを用いた事業採算性を

行い研究開発ロードマップを取り纏めた． 

・企業および研究機関等に対し，研究成果のサンプ

ル公開説明会を 4 回開催した． 

 

(2)セーフティ・セキュリティ評価環境の構築(セキ

ュリティ) 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 大庭 敦 

〔委託元〕 

経済産業省 

《研究概要》 

 自動走行システムでは，周辺の自動車，歩行者，

道路状況等の情報を V2X(車車間，路車間通信等)

などの通信により入手し，活用することが想定さ

れている．自動車が外部と繋がることで，サイバ

ーセキュリティへの対応が重要となることから，

協調領域である以下の 3 つのテーマについて研

究・開発を行った． 

①自動運転の共通モデルの構築と脅威分析 

 脅威分析の実施を効率的に行うためのツールと

して，脅威分析共通プラットフォームを構築し，

過去の分析事例をこのプラットフォームを用いて

表現した． 

②セキュリティ評価技術・基準検討 

 標準的な ECU を用いて，セキュリティ対策技

術である CAN 上でのメッセージ認証に対する攻

撃評価を実施した． 

 また，セキュリティ技術の評価環境として，EV

を簡易的に模擬し，TCU - ゲートウェイ - 制御

ECU(モータ，ブレーキ，操舵)などで構成される

車両模擬システムを構築した． 

③V2X 通信における署名検証簡略化 

 優先度付きメッセージ検証方式について，V2X

通信の模擬システムを利用した評価を行い，目標

とする性能を達成していることを確認した． 

 

(3)セーフティ・セキュリティ技術評価環境の構築

(安全設計技術) 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 中村 英夫 

〔委託元〕 

経済産業省 

《研究概要》 

 自動運転システム(レベル 3，4)の安全性を確実

に担保するために，安全設計／検証評価の「考え

方･プロセス･対策事例」を示し，「標準化･基準化

の論議」「個社開発」「実証事業」などのバックデ

ータとして広く活用されることを目的とする．自

動運転システムの使われ方を整理体系化したユー

スケース集(2014～2016 年度)を横串とする． 

 操舵角制御系を例題としたフェールオペレーシ

ョナル安全設計(一次故障時でも機能継続が可能)

では，「シナリオモデルに紐づいた台上評価環境」

にて模擬故障注入テストを行い，安全機構(故障判

定＋冗長切替)と車両挙動(安全目標の侵害有無)を

検証した． 
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 センサ認識系を例題とした性能限界安全設計で

は，センサ認識系の性能限界に特化した「シナリ

オモデルに紐づくバーチャル評価環境」を試作し

た．性能限界を考慮した安全設計コンセプト(異種

冗長を含む仮説)を例題に検証した． 

 操舵角制御系を例題としたミスユース安全設計

では，「シナリオモデルに紐づいた操舵系ドライビ

ングシミュレータ」を試作し，ミスユース関連課

題(ドライバ意図に反した運転モード切替など)を

例題に，ミスユース検討プロセス(仮説)を検証した． 

 

(4)一般車両による自動バレーパーキングシステム

の社会実装に向けた実証 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 野村 徹也 

〔委託元〕 

経済産業省 

《研究概要》 

 交通事故削減のため 2020 年代後半に一般道で

自動運転レベル 3 以上の実用化ニーズが見込まれ，

安全性・ルールや技術の課題が比較的少ない「限

定空間における自動駐車」の実用化に取り組み実

証実験を実施する．なお，協調する領域について

は国際標準化を目指し，また事業モデルが存在し

ないため事業面での検討も実施する． 

①ユースケース，ビジネスモデル 

 観光地におけるレンタカー／シェアカーを利用

したビジネスモデルの採算性を検証し，駐車場イ

ンフラ(センサ)・管制センタ構築費用を抑えること

で成立性が見込めることが分かった． 

②システム構成 

 駐車場インフラを実現するためのセンサ種類，

設置方法，検出精度を検討し，単眼カメラ，TOF 

(Time-of-Flight：光走行時間) 式カメラ，および

LiDAR (Light Detection and Ranging：光検出・

測距) を組み合わせたセンサ案を示した． 

③実証実験 

 システムの機能確認を行う「機能実証実験」に

向けた事前評価システムを構築し，動作確認およ

び事前評価を行った． 

④国際標準化 

 ISO TC204WG14 米国サンアントニオ総会

(2017 年 10 月)において PWI (Preliminary Work 

Item: 予備作業項目) として正式承認された． 

 

(5)交通事故低減詳細効果見積もりのためのシミ

ュレーション技術の開発および実証 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 安達 章人 

安全研究部 北島 創 

〔委託元〕 

経済産業省 

《研究概要》 

 本事業では，SIP 自動走行システム研究開発計

画の〔Ⅱ〕交通事故死者低減・渋滞低減のための

基盤技術の整備，に向け自動走行の導入による交

通事故低減効果を見積もるシミュレーション技術

を開発している．本技術が自動走行の事故低減効

果を定量的に示すことにより自動走行しすてむの

有効性を示し，自動走行の早期の実用化・普及促

進に貢献することを目的としている． 

 交通事故低減詳細効果を見積もるシミュレーシ

ョンを開発するため,2016 年度までに開発した事故

シーンや交通参加者モデルに，新たな事故シーンの

追加やモデル精度の向上を図り，それらを統合する

ことで「交通環境再現型」シミュレーションに発展

する技術的な目途が付いた．また，開発したシミュ

レーション技術の実証として，シミュレーション内

でドライバや歩行者モデルが通常の行動に加えて

危険な行動を起こすことで対象となる事故が発生

することを確認した．さらに，様々な自動走行シス

テムが段階的に普及していくシナリオごとのシミ

ュレーションによって得られた，事故低減効果の定

量的な比較や事故発生地点の比較などが，可能にな

ることを確認した． 

 

(6)ISO26262 規格運用共同研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 福田 和良 

〔委託元〕 

OEM／サプライヤ 13 社(共同研究) 

《研究概要》 

 自動車向け機能安全規格 ISO 26262 を OEM，サ

プライヤ各社の活動に適用する際の課題への対応

を議論すべく，共同研究エンジン WG 活動を実施

した． 

 具体的には，ISO 26262 対応済みのアイテム

(例：エンジン制御システム)を流用する場合の影響
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解析アプローチや，共通のハードウェア／ソフトウ

ェアからの信号が入力される安全機構における共

通故障分析の考え方などについて，機能安全対応事

例を検討した．検討結果をもとに，ISO 26262 対応

策を整理し，考え方を議論，共有することができた． 

 

(7)ITS 産業動向調査に関する調査研究 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 中塚 喜美代 

《研究概要》 

 本調査は，我が国の ITS の最新の動向を把握する

とともに，その普及や発展に向けての課題を抽出し，

ITS の発展に寄与するよう，提言や情報発信を行う

ものである．そのために，ITS 関連企業や省庁，団

体などのキーパーソンにインタビューやアンケー

トなどによる調査を実施し，得られた知見をベース

に，産業動向調査研究会独自の分析を加えて，とり

まとめている．また，その成果については報告書と

して関係者や一般にも頒布し，成果の普及に努めた． 

 今年度の調査では，注目が集まる自動運転の実現

に向けて，市場の考察を行うと共に，高齢化・過疎

化の進行，ドライバーの労働力不足などの社会的課

題解決に向けて，全国各地で実施されている様々な

実証実験を通して見えてきた課題等について考察

した．また，ラストマイルやカーシェアリングに代

表されるような人やモノの移動手段の変化や，欧米

を中心に拡大しつつある MaaS (Mobility as a 

Service) の動向，さらには，自動車があらゆるもの

に繋がるコネクティッドカー実現に向けて課題と

なる自動車のセキュリティの最新動向についても

報告している． 

 

(8)自動運転/高度運転支援システムに関する国際標

準化審議への対応作業の外注契約 

〔プロジェクトチーフ〕 

ITS 研究部 津田 裕之 

〔委託元〕 

自動車技術会 

《研究概要》 

 本研究は，経済産業省から一般社団法人自動車技

術会が委託を受けた「自動運転/高度運転システムに

関する国際標準化・普及基盤構築」事業の全 13 テ

ーマのうち，以下の 3 テーマについて JARI が担当

したものである． 

①協調型自動走行システム (CAV) の基本規格の国

際標準化 

②交通障害注意システム (TINS) の機能および性

能要件に関する国際標準化 

③隊列走行システムのフィージビリティスタディ 

 実施にあたっては，自動運転/高度運転支援システ

ムに関する欧米の動向調査を実施するとともに，

ISO/TC204 関係者のほか，自動車メーカや自動車部

品メーカ，ITS 関係団体・官公庁などの関係者等と

タスクグループを構成し協議して国際標準原案を

作成．さらに，ISO/TC204 審議団体である ITS 標

準化委員会，およびその傘下の技術委員会において

国内の利害関係者による審議を経て，国際標準化活

動に供した． 
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3.3 所外発表論文等 

 査読付き論文 19 編(国際：4 編，国内：15 編)，

学術講演 93 編(国際：26 編，国内：67 編)， 

ポスター発表 14 編(国際：5 編，国内：9 編)，学

術誌の解説・総説記事 8 編(国際：1 編，国内：7

編)，その他の発表 43 編(国際：9 編，国内：34

編)，JARI Reserarch Journal(所報)28 編(国内：

28 編)を発表した．  

 発表論文などの国際，国内別および発表形態別

の件数を以下の表に示す．所外発表の題名，発表

先，発表者名などは，付表 7~付表 17 に示す． 

 

 

 

表 2 国内外所外発表論文数内訳 

 

論　文 学　術　講　演 ポスター発表
学術誌の解

説・
総説記事

その他の発表
（話題提供・
セミナー講
演・情報誌記

事等）

JARI

Research

Journal

(所報)

計

電動モビリティ分野 2 3 1 0 1 0 7

環境・エネルギ分野 1 4 3 0 2 0 10

安全分野 1 12 1 1 3 0 18

自動運転・IT・エレクトロニ
クス分野

0 2 0 0 2 0 4

生活支援ロボット分野 0 5 0 0 0 0 5

その他 0 0 0 0 1 0 1

合　計　(国　際) 4 26 5 1 9 0 45

電動モビリティ分野 3 18 0 1 8 10 40

環境・エネルギ分野 4 25 7 1 4 6 47

安全分野 8 23 2 3 4 7 47

自動運転・IT・エレクトロニ
クス分野

0 0 0 1 18 3 22

生活支援ロボット分野 0 1 0 1 0 2 4

合　計　(国　内) 15 67 9 7 34 28 160

19 93 14 8 43 28 205

国
　
内

合　計　(国　際＋国　内)

国
　
際
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5. 研究活動紹介 
5.1 エネルギ・環境研究部  

安心して暮らせる社会の構築・維持に向けて，自

動車に対する環境改善と CO2 排出量の削減・低炭

素社会の実現に関心が高まっています．エネルギ・

環境研究部では，「持続可能なモビリティ社会」の

構築を目標に図 2 に示した三つのキーワードを近

年の重点として，これらにかかわる研究分野で，自

動車から排出される有害物質や騒音の評価・低減，

燃費向上やCO2削減に関する研究を行っています． 

エネルギ・環境研究部は，自動車から排出される

有害物質に関する研究を一連で行っています．自動

車への入口となる各種燃料の性状調査からエンジ

ン燃焼室内での生成機構解明，燃焼・排気後処理技

術の研究，研究に必要となる計測法の開発や試験法

策定，さらに大気放出後の移流・拡散や化学反応の

研究および有害物質の健康影響評価・疫学調査とい

った幅広い関連分野の研究活動を単一の部署で総

合的に実施しています． 

2014 年からは，産学官連携での新たな取組とし

て開始された自動車用内燃機関技術研究組合に参

画し，自動車メーカのニーズに応えるため，エンジ

ンの基礎・応用研究についても，積極的に研究を実

施し，研究成果を提供しています．  

排出ガス・燃費試験法や騒音試験法の分野では，

国内の試験法改定活動や国連の国際基準調和活動

にも積極的に参加し，これまでの研究活動により得

られた成果を活用して試験法確立に貢献していま

す．また，アジア圏の新興国に対する自動車の省エ

ネルギーや環境改善に関する調査・国際貢献および

政策提言のための支援活動を各分野の専門研究員

と共に進めています． 

このように，エネルギ・環境研究部には様々な研

究分野の専門家が所属しており，この各分野の連携

をさらに強めて多面的および総合的に研究を進め

るべく，以下の四つのグループ編成で研究・試験を

行っています． 

 ・健康影響グループ 

 ・環境評価グループ 

 ・パワートレイングループ 

 ・環境実験グループ 

さらに，エネルギ・環境研究部は，リアルワール

ドにおける自動車の環境負荷低減に寄与するため，

環境温度を再現できる試験設備を活用した研究，排

出ガス以外の排出物であるタイヤおよびブレーキ

摩耗粉塵に関する研究などの新たな研究領域や，自

動車の走行段階だけでなくライフサイクル全体を

対象とした研究(次世代車の Well to Wheel 評価，ラ

イフサイクルアセスメント(LCA)にも精力的に取

り組んでいます．          (部長：松浦 賢)

持続可能なモビリティ社会

自動車技術の向上

環境への影響低減リアルワールド評価

・実走行燃費・エミッション測定

・エコドライブ等低CO2技術評価

・効率的な社会導入の検討

・大気質シミュレーション・観測

・健康影響評価・疫学調査

・騒音測定・試験方法標準化

・パワートレイン技術の研究・評価

・新エネルギ技術の研究・評価

・試験方法の国際基準調和

 

図 2 「持続可能なモビリティ社会」の構築に向けたエネルギ・環境研究部の取り組み 
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5.1.1 エネルギ・環境研究部 健康影響グループ

  健康影響グループでは，自動車排出ガスなど自

動車が係る健康影響を調べることを目的に，(1) 実

験動物による健康影響評価(吸入暴露実験)，(2) 培

養細胞による健康影響評価，(3) ヒトを対象とした

疫学調査，に取り組んでいます． 

1. 実験動物による健康影響評価 

 自動車排出ガスは，様々な疾患への影響が指摘さ

れているため，実験動物による総合的な評価が不可

欠です．当グループでは世界最大級の自動車排出ガ

ス吸入暴露装置(図3)を保有しており，これまでに，

自動車排出ガスと，肺がん，慢性気管支炎，花粉症，

高血圧症，環境ホルモン作用，喘息との関連につい

て研究してきました．これらの結果からは，現実的

な大気濃度レベルの自動車排出ガスは健康に悪影

響をおよぼさないことが示されています． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これまでの自動車排出ガスの健康影響研究では，

主にディーゼル排出ガスの研究を実施してきまし

た．ディーゼル排出ガスには粒子が多く含まれ，そ

れが様々な疾患の原因になると指摘されているた

めです．しかし近年では，DPFなどの排出ガス低減

技術の効果により，ディーゼル排出ガス中の粒子は

極めて少なくなりました．一方，大気中に拡散した

排出ガス由来の揮発性成分から生成される二次粒

子の健康影響に注目が集まるようになりました．そ

こで当グループでは，ディーゼル排出ガスをスモッ

グチャンバーに導入し，オゾンを混合し，さらに紫

外線を照射することで，現実の大気環境で生じるデ

ィーゼル排出ガス由来の二次粒子を生成し，その動

物暴露実験を実施しました．アテローム性動脈硬化

を発症する疾患モデルマウスによる実験の結果で

は，二次粒子を含むディーゼル排出ガスの暴露が，

疾患マウスの動脈硬化の発症を早めたり，その症状

を増悪することはありませんでした． 

 最近では，超微小粒子の健康影響が注目されてお

り，その粒子個数濃度はディーゼル排出ガスよりも

ガソリン排出ガスにおいて高いことが指摘されて

います．そのため当グループでは，ガソリン排出ガ

スの健康影響に関する研究にも取り組んでいます． 

2. 培養細胞による健康影響評価 

 近年，大気汚染物質や自動車排出ガスの健康影響

の効率的な評価法が求められており，その手法とし

て培養細胞を用いた評価法が期待されています．当

グループでは，自動車排出ガスの第一標的である気

道上皮細胞を用い，気液界面培養(細胞上面が空気

に接触する細胞培養法)で，排出ガスを直接細胞に

長時間暴露可能な方法(加湿器の導入により高湿度

の細胞環境を維持)を構築しました(図4)．遺伝子発

現，タンパク質，線毛運動解析等により，排出ガス

曝露による炎症応答を評価しています． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. ヒトを対象とした疫学調査  

 大気の健康影響研究において，ヒトの集団を対象

とした疫学調査は重要な役割を担っています．環境

疫学では，その結果の信頼性を示す上で高精度の暴

露評価が重要ですが，非常に難しく，大きな課題と

なっています．当グループでは，環境評価グループ

と連携し，自動車の排出量推計の技術を駆使し，幹

線道路沿道住民の個人暴露評価を実施し，交通関連

大気汚染と健康影響の関連性について調査を進め

ています．

図3 自動車排出ガス吸入暴露装置 

(左：大型チャンバ，右：中型チャンバ) 

培養細胞
ヒト呼吸器系上皮細胞
A549
MucilAir

曝露法
5時間細胞曝露システム
（加湿器導入Cultex）

Ejectorによる排ガス導入

培養法
気液界面培養
単一細胞培養

評価指標
遺伝子発現解析

• 網羅的解析
• 炎症関連解析（42遺伝子）
• クラスタリング

タンパク質解析
• IL-8

線毛運動解析
• CBF解析

図4 培養細胞による健康影響評価の概略図 
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5.1.2 エネルギ・環境研究部 環境評価グループ 

 環境評価グループでは，自動車に関連する騒音・

大気汚染物質・CO2といった環境負荷を評価可能な

手法やツールの開発，活用，更新を通じ，今後のよ

り一層の環境改善に貢献することを目指し，研究に

取り組んでいます． 

以下では，環境評価グループの幅広い専門分野から，

その取り組みの一部を紹介します． 

1. 道路交通騒音の評価 

 道路交通騒音の低減のため，国内外で自動車単体

騒音の試験法改定や規制強化など，種々の対策が検

討されています．JARI では，車外騒音試験法の課

題の検討や，シミュレーションを用いた規制導入効

果の予測を行っており(図 5)，得られた成果は，国

内および国際的な基準制定議論の際の基礎資料と

して活用されています．また，道路交通騒音の総合

的な対策の観点から，タイヤや路面に着目した騒音

低減に関する研究にも取り組んでいます． 

 

時 間  [s]

騒
音

レ
ベ

ル
 [

d
B

]

 

図5 車外騒音測定と道路交通騒音シミュレーション 

2. 自動車排出物質の高感度測定 

 自動車排出ガスの低濃度化に伴い，時間分解能や

感度の高い分析手法を用いた詳細な排出ガス分析

の要請が高まっています．また，ブレーキ・タイヤ

粉じんといった排出ガス以外の排出物についても，

国内外で大きな注目を集めています．JARI では，

AMS(エアロゾル質量分析計)や連続 ICP-MS(誘導

結合プラズマ質量分析計)を用いた微粒子の連続分

析や安定同位体計測など，最新機器を活用した高感

度分析方法への適用を進めており，自動車からの排

出量測定やリアルワールドでの大気調査に応用す

ることで，自動車による大気環境への影響を包括的

に評価しています． 

 

3. 大気環境改善に向けた総合的な取り組み 

 近年の大気環境には改善傾向が見られますが，大

気環境基準が未達成の物質として，微小粒子状物質

(PM2.5)や光化学オキシダントがあります．これら

については，科学的に解明が必要な課題が多く残さ

れています．JARI では，実験室内で大気中の化学

反応を再現・分析可能な設備(光化学スモッグチャ

ンバ)の活用やリアルワールドでのPM2.5 実測調査，

PM2.5 と関連する各種大気汚染物質の排出量推計，

大気質シミュレーションの開発・活用などを通じ

(図 6)，大気環境に対する自動車寄与度の解明や自

動車以外の発生源対策を含む，効果的な低減対策の

検討を行っています． 

   

2013年7月28日
南房総で出現した

PM2.5高濃度  

     図 6 光化学スモッグチャンバ(左)と 

大気質シミュレーションによる PM2.5 濃度計算の例 

4. 自動車CO2排出量の評価・アジア展開 

 運輸部門の中で，自動車からの CO2 排出量が占

める割合は大きく，燃費改善などの自動車単体対策

や交通流改善などによる総合的な排出量削減が求

められています．JARI では，自動車走行における

｢環境・技術・社会・経済の調和｣を念頭に，自動車

のライフサイクル全体を対象に政策的分野も含め

た CO2 排出量評価に係る調査研究を実施していま

す．最近の成果では，ビックデータを用いた燃費改

善要因の詳細検討や，消費者行動を考慮した次世代

車普及推計方法の構築，および，2050 年をターゲ

ットとした CO2 排出量評価への活用などを進めて

います．また，CO2をはじめとする排出ガスの削減

や技術基盤・制度の整備について，アジア諸国(イ

ンドネシア等)を対象とした調査・実証事業などを

通じて，アジア諸国の自動車環境改善に資する活動

を進めています． 
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5.1.3 エネルギ・環境研究部 パワートレイングループ

 パワートレイングループでは，燃費向上や排出ガ

スの更なる低減に貢献すべく，正確な排出ガス・燃

費評価のための試験方法および試験設備に関する

研究，バイオマス燃料や省燃費エンジン油など燃

料・潤滑油に関する研究，これらを複合した自動車

技術の向上に寄与する研究・評価に取り組んでいま

す． 

 近年の排出ガス規制の強化によって，自動車から

排出される有害大気汚染物質は減少し，現在，自動

車に求められている最大の課題は，CO2排出量の抑

制やエネルギー資源問題に対応する燃費向上技術

となっています．また，排出ガスや燃費の評価では，

室内試験のみならず，リアルワールドにおける実態

の把握が求められています． 

1．排出ガス・燃費の試験方法に関する研究 

 試験方法，試験設備に関する研究では，二輪車，

乗用車および重量車を対象として，世界共通の試験

方法や規制の検討が行われており，排出ガス規制に

用いられる運転モード，計測方法および試験設備に

関する研究開発や評価，シミュレーションによる燃

費試験方法の検討などを行い，国際基準調和活動に

貢献しております． 

リアルワールドにおける実態把握の観点に基づく

研究では，排出ガスに関連する研究として，車載型

排出ガス分析装置 (PEMS) の開発や排出調査，リ

アルドライブエミッション試験方法を調査してい

ます．  

 

図7 車載型排出ガス分析装置(PEMS)を用いた測定の一例 

 

 実路走行での燃費評価に関連する研究では，実走

行における燃費データの取得・解析により，燃費悪

化要因の調査，エコドライブによる燃費変化の把握

など，自動車からの CO2 排出量低減を目指した研

究も進めています． 

 

2．燃料・潤滑油に関する研究 

 自動車用燃料や潤滑油(エンジン油)に関する評

価・研究も当グループの大きな研究領域です．燃料

に関する研究では，将来燃料に対応した新たな燃料

性状分析方法や排出ガス・燃費に及ぼす影響を調査

しています． 

 エンジン油に関する研究では，車両を用いたエン

ジン油の省燃費性能の評価やオイル消費のリアル

タイム測定の確立を目指した研究を行っています．

この研究は，これまでに蓄積した分析技術を発展さ

せ，排出ガス中の金属元素を連続的に測定すること

により検討を進めています． 
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 図8 オイル添加剤金属の排出挙動調査の一例 

 

 JASO エンジン油規格普及促進協議会の試験受

託機関として実施している JASO 自動車用ディー

ゼル機関潤滑油試験(清浄性試験,動弁系摩耗試験)

に加えて，2017 年に JASO 自動車用ディーゼル機

関潤滑油－燃費試験方法の試験受託機関にも新た

に登録しました．今後もディーゼルエンジン油の性

能向上に寄与する研究を進めていきます． 

200時間運転後ピストン堆積物の例ディーゼルエンジン油試験ベンチ  
図 8-2  JASO ディーゼルエンジン油試験の一例 
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5.1.4 エネルギ・環境研究部 環境実験グループ

環境実験グループでは，各種自動車やエンジンを

対象として，主に環境性能に関する試験を行ってい

ます．試験設備は，二輪自動車，四輪自動車，重量

貨物車に対応した各種シャシダイナモメータシス

テムに加え，今期，新たに環境型小型自動車用シャ

シダイナモメータシステムを導入いたしました．ま

た，ガソリンおよびディーゼルエンジン等に対応し

たエンジンダイナモメータシステムや粒子状物質

の粒径分布および粒子個数測定装置も備えており

ます．さらに，エンジンフリクション測定装置，騒

音測定装置等も備えており，使用過程車から最新自

動車まで種々な供試体について多様な条件での評

価試験を行っています． 

主な試験項目は，未規制成分の微量有害成分を含

む排出ガス性能試験，燃費試験，耐久試験，エンジ

ンフリクション試験，騒音試験，排出ガス後処理装

置等コンポーネントの開発支援，自動車用燃料の性

状分析，車両評価に係る実走行試験などが挙げられ

ます． 

 

 図9 環境型小型シャシダイナモメータシステム 

  

    図10 排気中の微量有害成分測定  

 

 特に自動車から排出される未規制成分の微量有

害成分や排気中の金属成分分析に関しては，豊富な

経験を持ち多種成分について最適な手法を用いて，

各種クロマトグラフィー等による分析を行ってい

ます．また，近年では，リアルワールドの実態把握

として車載型排出ガス分析装置での実路排出ガス

調査や自動車のタイヤおよびブレーキ摩耗粉塵調

査，輸入車ベンチマーク試験(コンソーシアム型事

業)など新たな分野のニーズに対応すべく日々領域

を拡大しています． 

これらの試験を実施するにあたり必要な測定機

器の精度管理や保守を適切に行うことも当グルー

プの重要な役割であり，それにより信頼性の高いデ

ータ提供に貢献しています． 

このように環境実験グループでは，多種多様な試

験要望に対して，精度および品質の高いデータを提

供できるよう日々新たな測定，分析技術力向上に積

極的に取り組んでいます． 

 

 

図11 エンジンダイナモメータを用いたブレーキ粉塵試験 

 

図12 エンジンダイナモメータを用いたベンチマーク試験
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5.2 電動モビリティ研究部 

 

温暖化防止や大気汚染防止，エネルギーセキュリ

ティ等の観点から普及促進が図られてきた電動車

両は，ハイブリッド電気自動車 (HEV)，プラグイ

ンハイブリッド電気自動車 (PHEV)，電気自動車 

(BEV)，FCV など多様化が進み，昨今は AI や IoT，

自動運転技術等の活用により次世代モビリティと

して新たな可能性を育みつつあります．また，電動

車両のインフラ技術として高出力充電や非接触給

電，車両に貯めた電気を家や電力網に送る Vehicle 

to Home (V2H) や Vehicle to Grid (V2G) 等の研

究開発が進められています．電動化技術の進化と広

がりは著しく，研究・試験のニーズも多様化かつ拡

大する中，電気を動力源とする幅広いモビリティに

対して一層の研究強化と事業伸展を推進する体制

とするため，2018 年 4 月より部署名の変更と Gr

の再編を進めました．既存の FC・EV 研究部の名

称を電動モビリティ研究部に変更し，従来の 4 グル

ープ体制から，標準化グループ(東京)，電動システ

ムグループ(つくば)，エネルギーデバイスグループ

(つくば)，水素・電気安全グループ(城里)，実験グ

ループ(城里)の 5Gr 体制に再編し，車両・システム・

ユニット・要素での評価・解析技術の強化とともに，

研究と標準化活動の更なる一体化を図ることを目

指しています． 

1. 電動車両の国内外基準・標準化への取り組み 

 電動車両国際標準の国内審議団体として，ISO 

(International Organization for Standardization) 

IEC (International Electrotechnical Commission) 

の場に参画しています．HEV の燃費・排ガス試験

法，FCV 用水素燃料仕様，自動車用リチウムイオ

ン電池セルの性能および安全性に関する試験法，充

電コネクタのかん合形状は，日本が幹事国となって

国際標準化をリードしています．この他，高圧水素

容器，水素充填コネクタ，EV 安全についても関連

する国際会議に参画しています．基準・規制につい

ての取り組みは，高圧ガス保安法ならびに道路運送

車両法に係る基準策定・施行に貢献しており，基準

の適正化や国際調和活動にも協力しています． 

 

2. 電動車両，蓄電池，燃料電池の性能評価研究へ

の取り組み 

 電動車両の燃費や電費などの性能をシャシダイ

ナモメータでの台上試験やシミュレーションの利

用により再現性よく公平かつ簡便に評価する手法

の開発に取り組んでいます．また，BEV や PHEV

と AC 普通充電器との間の互換性確保を中心に，安

定した充電インフラ構築に向けた取り組みを進め

ています．自動車用リチウムイオン電池に関しては，

サイクル寿命試験プロファイルの作成手法を開発

し，寿命評価などの各種性能試験を実施しています．

さらに先端解析技術を用いたリチウムイオン電池

の劣化機構解析にも取り組んでいます．燃料電池に

関しては，膜／電極接合体 (MEA) を構成する各種

材料の性能・耐久性評価や電極触媒の劣化メカニズ

ムに関する解析を行っています．また，水素燃料に

含まれる不純物が燃料電池性能に及ぼす影響を明

らかにし，水素の品質規格の議論に貢献しています．  

3. 水素，高圧容器，蓄電池の安全性評価研究への

取り組み 

 Hy-SEF (Hydrogen and Fuel Cell Vehicle 

Safety Evaluation Facility) では，環境対応型排煙

処理装置を備えた耐爆火災試験設備，高圧水素充填

試験設備，水圧試験設備など世界トップレベルの各

種試験設備を有しています．2018 年 2 月には国内

最大級の水素ガス流量を供給可能となるよう設備

を増強しました．また，消防関係者の教育に利用可

能な FCV 火災シミュレータを開発しました．これ

らを用い，高圧容器や容器附属品の水素充填試験や

破裂試験，各種火災試験を実施し，高圧容器や FCV

の安全に係る安全基準・標準化の策定，事故処理や

廃車処理を安全に進めるためのデータ取得など安

全な FCV の開発に資する研究を行っています． 

また，車載用蓄電池の安全基準 (UN/ECE 

R100.02) に関する火炎暴露試験，圧壊試験などを

実施し，電動車両の安全性確保や安全規格策定に必

要なデータの取得にも取り組んでいます． 

(部長：黒田 英二)
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5.2.1 電動モビリティ研究部 標準化グループ 

標準化グループは，FCV，BEV および HEV な

ど電動車両全般に係る調査・イベント開催と標準

化・基準化を行うことで，これら EV の普及を側面

よりサポートしています． 

1. 調査・イベント開催 

EV は，運輸部門の CO2削減やエネルギセキュリ

ティの確保が可能な次世代車両として期待され，国

をあげて普及に向けた取り組みが行われています．

BEV や外部充電有り HEV 用充電器の整備なども

進んできています．また，これら EV を蓄電池とし

て活用する動きも出てきました．貯めた電気を家や

電力網に送るVehicle to Home (V2H) やVehicle to 

Grid (V2G)，さらにはスマートグリッドなどの新し

いインフラ技術です．標準化グループでは，これら

EV や充電器に関する最新動向，スマートグリッド

などの将来の可能性，また新しいカテゴリーとして

注目度が高まっている超小型 BEV の開発動向や国

内外の動きなどについて調査を行っています．また，

第 31 回国際電気自動車シンポジウム・展示会 

(EVS 31) の開催準備を進めています．  

2. 標準化・基準化 

ISO/TC22( 自 動 車 )/SC37 (EV) お よ び

IEC/TC69(BEV および電動産業車両)の国内審議団

体として，FCV，BEV および HEV に係る国際規

格 (ISO/IEC) および日本工業規格(JIS) の原案作

成，コメント活動を行うため，FC･EV 標準化委員

会およびその傘下に分科会，ワーキンググループを

設置し，産官学の協力を得て活動しています．また，

ISO/TC197( 水素技術 )， IEC/TC21( 蓄電池 ) ，

IEC/SC23H(工業用プラグおよびコンセント)など

においても，EV 関連の国際標準化議論を関係団体

と協力して進めています． 

2.1 FCV関連 

主に ISO/TC22/SC37 および ISO/TC197 に対し

て 国 際 標 準 化 を 推 進 し て い ま す ． 

ISO/TC22/SC37/WG2(性能)では JARI が開発した

水素燃料消費量計測法が2008年に ISO 23828とし

て，2013 年にはその第 2 版が発行されています．

また，ISO/TC197 において，JARI のデータから策

定した水素燃料品質規格 (ISO 14687)さらに水素

燃料品質管理の国際規格 (19880-8) を日本議長の

もと策定中です．また，水素コネクタ (WG5)，高

圧水素容器および安全弁 (WG18) についても IS

化を目前に審議に参加しています． 

さらに，FCV の国連世界統一技術基準 (GTR13)

第 2 フェーズは 2017 年に審議が開始され，主要課

題となる容器破裂圧の適性化，および耐水素適合の

ための金属材料試験法作成などで国内専門家によ

る審議を経て，日本からの試験法を提案し，国際審

議を誘導できるよう積極的に活動しています． 

2.2 BEV・HEV関連 

日本議長のもと作成している案件がいくつかあ

ります．性能関係では HEV システムの出力試験法

(ISO 20762：2015 年～)，外部充電無し HEV 排出

ガス・燃費試験法 (ISO 23274-1) と電気計測のガ

イドライン (ISO/TR11955：2018 年～) の統合の

ための改訂作業があります．電気駆動用システムや

部品関係では 2016 年から電気試験法 (ISO 21498)

とモータシステム試験法 (ISO 21782) の国際標準

化を進めています．その他，EV の安全 (ISO 6469) 

および SC37 の用語集 (ISO/TR8713) の改訂を行

っています． 

2.3 電池・充電関連  

これまでに自動車用リチウムイオン電池や直流

充電器などに関連して 14 件の国際標準を提案の上

承認され，2017 年度までに 9 件 (IEC 62660-1, -2, 

-3, IEC 62576, IEC 61851-23, -24, IEC 62196-2, 

-3, IEC 61982-4) の国際規格，2 件 (IEC/ISO PAS 

16898， ISO/PAS 16898) の公開仕様書，1 件

(IEC/TR 62660-4) の技術報告書が発行されていま

す．また，これら日本提案規格の改定審議を主導す

るとともに，その他関連規格(リチウムイオン電池

パック/システム，コンダクティブ充電，ワイヤレ

ス充電，V2G 通信，軽量 EV 充電など)への日本の

意見反映に取り組み，EV 普及推進の基礎となる国

際規格の整備を推進しています． 
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5.2.2 電動モビリティ研究部 電動システムグループ

 電動システムグループでは，BEV の性能評価方

法や FCV の水素燃費計測手法に関する研究，電動

車両用のモータやパワーデバイスに関する研究，

AC 普通充電器の互換性調査など，電動モビリティ

に関する幅広い分野に取り組んでいます． 

1. 電動車両の性能評価手法に関する研究 

 シャシダイナモメータでの台上走行試験(図 13)

やテストコースでの実路走行試験により，電動車両

の各種性能評価手法に関する技術開発やメーカの

開発業務のサポートを行っています．FCV につい

ては，既存の水素燃費計測手法である質量法(図 14)

等に変わる車両改造不要な手法の検討を進めてい

ます．また市販化が期待される重量 PHEV の燃費

試験法に関する研究を行っています． 

 

 

図13 シャシダイナモメータを用いた電動車両の

性能評価例 

 

 

図14 質量法によるFCVの水素消費量計測例 

2. モータおよびパワーデバイスに関する研究 

 電動車両に搭載されているモータの性能につい

て，モータダイナモメータ(図 15)を用いた評価を行

っています．また SiC や GaN などの次世代パワー

デバイスを電動車両に適用する際の課題調査を進

めています． 

 

 

図15 モータダイナモメータ 

3. AC普通充電器の認証/互換性調査 

 BEV やプラグインハイブリッド自動車の普及に

伴いAC普通充電器の利用も拡大しつつあることか

ら，多様な車両と充電器との間の互換性確保が重要

となっており，関係団体とも連携しながら安定した

充電インフラ構築に向けた認証制度の整備や互換

性調査(図 16)を行っています．  

 

 

図16 充電器の互換性調査状況
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5.2.3 電動モビリティ研究部 エネルギデバイスグループ

 

 エネルギデバイスグループでは，燃料電池材料の

耐久性評価プロトコルの開発や水素燃料仕様の策

定，車載蓄電池の寿命評価技術の開発や劣化メカニ

ズム解析など，電動モビリティに搭載される燃料電

池や蓄電池に係る研究に取り組んでいます． 

1. 燃料電池の評価解析 

 FCV 用の固体高分子形燃料電池の膜／電極接合

体 (MEA，図 17 (a)) の電解質膜や触媒の性能，耐

久性を客観的に評価するための試験法の開発を行

っています． FCV の商用車や大型の業務用車両な

どへ車種拡大を想定し，負荷条件や耐久性などの燃

料電池の使用条件の変化を考慮した試験法の検討

を進めています．この試験法を用いて，新規に開発

された電解質膜や触媒などの材料をMEA化して単

セルで性能や耐久性の評価を行い，評価結果を開発

者にフィードバックすることで材料開発の効率化

に寄与しています．また，新たな水素キャリアとし

て技術開発が進められている有機ハイドライド由

来成分など，水素製造時に購入する可能性のある

様々な不純物成分が発電性能に及ぼす影響につい

て，JARI 標準セル(図 17 (b))での発電試験や高感度

のガス分析等により評価しています．得られた成果

を基に，水素燃料の品質規格について日本が議長国

となって国際標準化を主導することで，FCV 普及

に必要となる適切な水素供給インフラ構築への貢

献を目指しています． さらに，反応前後の触媒層

を同一試料・同一視野で透過電子顕微鏡を用いて観

察する技術の開発に取り組み，燃料電池の劣化メカ

ニズム解明に向けた研究を進めています． 

 

  

 

図17 JARIで作製したMEA(a)とJARI標準セル(b)  

 

 

2. 蓄電池の評価解析 

 自動車に搭載される蓄電池には長期の耐久性が

必要であることから，適切な寿命評価技術の開発や

劣化メカニズム解明のための研究に取組んでいま

す．蓄電池の単セルやモジュールでの寿命試験を，

温度や電圧，電流等の劣化因子をパラメータとした

種々の条件で行うことで，各劣化因子の影響度を把

握し，実走行時との相関を検証しています． 

リチウムイオン電池の保存劣化時のメカニズム解

析として，中性子線回折測定等による非破壊での電

極活物質の状態変化評価技術により，寿命推定手法

の高精度化に向けた取り組みを進めています．また，

サイクル劣化メカニズムの解析としては，充放電に

伴う電極活物質粒子の構造変化と電池性能との関

連の評価を行っています．サイクル試験前後での電

極活物質粒子内部のクラックの発生状況や結晶構

造変化の観察(図 18)と，活物質単粒子での電気化学

特性の関係の評価を行うことで，導電助剤やバイン

ダーの影響を含まない電極活物質の劣化メカニズ

ムの明確化に取組んでいます．さらに，従来のリチ

ウムイオン電池に変わる次世代電池として開発が

進められている高濃度電解液系のリチウムイオン

電池や全固体電池の評価技術の検討を進めていま

す． 

(a) Uncycled (b) Cycled 400 times (c) Cycled 800 times
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図18 STEMによるリチウムイオン電池正極活物質の  

サイクル試験前後での結晶構造変化観察例

(b) (a) 
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5.2.4 電動モビリティ研究部 水素・電気安全グループ 

 水素・電気安全グループは，城里テストセンター

内の Hy-SEF を活動拠点とし，FCV や BEV など

の次世代自動車を含めた電動モビリティの安全性

に係る研究を主業務として活動しています． 

 得られたデータは主に FCV や BEV の安全基

準・標準化の策定，さらには事故処理や廃車処理に

係る安全マニュアル作成などに活用されています．

具体的な活動内容は以下のとおりです． 

1. 自動車用圧縮水素容器等の安全性評価 

 自動車用圧縮水素容器の安全性を保持しながら

国際基準調和活動(国連基準:HFCV GTR Phase2)

やコスト削減により普及促進を図るための基準策

定に向けた圧縮水素容器や附属品類の各種の安全

性評価試験を行っています． 

2017 年度では，水素容器の破裂圧の適正化に関す

るデータを取得するとともに，燃料電池二輪車用の

小容量の水素容器へ安全に水素を充填するための

充填プロトコルの開発などを行い，適正な試験法策

定に貢献しています． 

2. 水素・FCVの安全性評価 

 水素・FCV の国内・国際基準調和に係る各種安

全性評価試験および普及期を想定した事故処理の

安全性に係る課題を取り組んでいます．具体的には，

FCV から排出される水素パージガス濃度の閾値に

係る安全性評価や滞留した水素を放水によって拡

散させる手法の開発および車両火災訓練用のシミ

ュレータ開発などを行い，FCV に係る従事者がよ

り安全・安心に水素を利用して頂くための活動にも

取り組んでおります． 

3. リチウムイオン電池の安全性評価 

 BEV，PHEV などの車載用大容量リチウムイオ

ン二次電池の安全規格の策定・検証に資するため，

内部短絡試験法や熱連鎖試験などの各種安全性評

価試験データを収集するとともに，内部短絡試験で

生じる電池の発熱メカニズムを解明するために，数

値シミュレーションによる解析を進めています． 

  

図19 水素パージガス濃度の閾値に関わる安全性

評価試験 

 

  

図20  FCV火災訓練用シミュレータ 

4. 数値シミュレーションによるリスク評価 

 火災や爆発実験による熱流束データを用い，人体

への火傷の影響を細密に評価するためのソフトウ

ェア「Bioheat」を開発し，Hy-SEF で実施される

火災試験や爆発試験の影響評価に活用しておりま

す． 

 

  

    図 21 人体火傷評価ソフト「Bioheat」 



 

 

[研究活動紹介] 

5.2.5 電動モビリティ研究部 実験グループ

 実験グループは，城里テストセンター内にある燃

料電池安全性評価試験棟（Hy-SEF）を拠点とし，

蓄電池や高圧水素の安全性に関する実験等を担当

しています．電動モビリティに関わる分野は，様々

な製品の普及に伴い，安全性に関する評価・試験の

ニーズも拡大しているため，広範な実験対象をカバ

ーし，スピーディーかつ効果的に対応すべく取り組

んでいます．  

 蓄電池の安全性に関する分野では，主にリチウム

イオン電池に関して，Hy-SEF に設置された環境試

験装置や熱衝撃試験装置，貫通・圧壊試験装置等を

活用し，熱衝撃試験，過充電試験，類焼試験，貫通・

圧壊試験等を実施しています． 

 最近では，車載用蓄電池の安全基準 (UN/ECE 

R100.02) に適合した耐火性試験および圧壊試験等

も実施しています． 

 

 

図 1 圧縮水素試験設備の蓄圧容器 

 

 

図 2 蓄電池耐火性試験装置 

  一方，高圧水素の安全性に関しては，Hy-SEF

に設置された耐爆火災試験設備，液圧試験設備，圧

縮水素試験設備等を活用し，種々の試験を実施して

います． 

 耐爆火災試験設備では，車両火災試験，高圧容器

の火炎暴露試験，水素など可燃性ガス漏洩時の濃度

計測や着火試験等を実施しています． 

 液圧試験設備では，各種容器や高圧部品の液圧耐

久試験や破裂試験，極端温度環境下での液圧サイク

ル試験等を実施しています． 

 圧縮水素試験設備では，高圧水素容器や付属品類，

水素ステーションに使われる部品の性能確認試験

や気密試験，圧縮水素ガスを燃料とした自動車の燃

料装置試験等を実施しています．なお，2017 年度

には，水素ガス蓄圧容器の容量を大幅に増強し，大

流量の水素を使用した試験が可能となり（最大流

量：3600g/min），これまで以上に安定した圧力や流

量での水素ガスの供給が可能になりました． 

 

 

図 3 耐爆火災試験設備 

 

 

図 4 液圧試験ピット 
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5.3 安全研究部  

 

 一昔前，安全の研究と言えば衝突安全の分野が柱

で，衝突対応ボディやエアバッグ等の装置の効果が

華々しく CM 等で宣伝されていました．これらの衝

突安全対策の効果もあり，平成の初頭では 11,000

人を超えていた国内の交通事故死者数は，2017 年

には 3,694 人にまで減少しました．しかし，近年で

は，死者数の減少率の鈍化が指摘されており，衝突

安全分野における被害軽減技術の向上のみならず，

交通事故を回避する技術，すなわち予防安全を意図

した先進安全技術の開発研究にも注力されるよう

になりました．このような先進安全技術の一つであ

る AEBS (Autonomous Emergency Braking 

System：衝突被害軽減制動制御装置) を搭載した車

両は，国内で販売される自動車の半数近くに達して

います． 

 以上のような状況を鑑み，安全研究部では，従来

の衝突安全に関する分野に加えて，予防安全対策に

関する分野の試験・研究を重点的に進め，交通事故

死者数および負傷者の削減に貢献していきたいと

考えています．具体的には，近年，死者数に占める

割合が高くなっている，歩行者等の交通弱者被害へ

の対策，ならびに，事故被害者と加害者の両面で捉

えた高齢者対策の研究を重点課題とし，新たな試験

評価方法の開発・検討に取組んでいます． 

 予防安全に関する先進安全技術の性能評価とし

ては，2014 年度より，自動車アセスメント事業に

おける対車両および対歩行者の AEBS や車線逸脱

抑制装置等の評価試験を実施してきました．さらに，

2018 年度からは，新たに夜間における対歩行者

AEBSの評価試験やペダル踏み間違い時加速抑制装

置の評価試験を実施しています 一方，近年，交通

事故の削減をはじめとする様々な社会課題の解決

に大きな期待を寄せられている自動運転技術が社

会的な話題となっており，産官学の連携による様々

な取組が急速に進展しています． 

 自動運転技術に係る分野の基礎的研究として，

安全研究部では，ドライブレコーダのデータを収集

し，事故・ヒヤリハットシーンの分析を行っていま

す．その分析結果をもとに，実車やドライビング・

シミュレータを用いた実験，所内で開発した JARI 

 

 

 

 

-ARV (Augmented Reality Vehicle：拡張現実実 

験車) を活用した再現実験等を行い，ドライバの

運転行動特性を分析しています．これらの研究を

通じて，自動運転車の評価に必要な要素の検討を

行うとともに，様々な交通環境での自動運転技術

による事故削減効果の評価が可能な事故再現シ

ミュレーションの開発を進めています．また，従

来から取組んでいる衝突安全の分野に関しても，

予防安全との連携も含め，より一層の対策技術の

向上を目指し，年齢や性差を考慮した人体コンピ

ュータモデルの開発・利用を通じて，高齢者の被

害軽減技術の研究や，女性での傷害発生率が高い

と言われている追突事故時の軽度頚部傷害の研

究等を行っています．これらの研究活動の成果を，

国際的な学会や会議で公表することにより，安全

対策としての試験評価法の標準化や基準化に貢

献しています． 

 安全研究部では，ドライビング・シミュレータ，

JARI-ARV をはじめ，タイヤ試験装置，および，

衝突実験場，HYGE スレッド衝撃試験装置，歩行

者保護試験装置など，「予防安全」から「衝突安全」

の幅広い試験・研究に対応できる試験環境を整備

してきました．さらに，2017 年度からは，将来の

「自動運転技術」の評価に備えた自動運転評価拠

点「Jtown」の運用を開始しており，自動車の安

全に関する様々なご依頼やご委託の試験・研究に

対応しております． 

(部長：山崎 邦夫)
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5.3.1 安全研究部 衝突安全グループ 

 

 日本の交通事故による死傷者数は，近年，減少傾

向が続いているものの，未だに年間 50 万人(1 日当

たり：1,300 人)を超えており，交通事故に伴う年間

の経済的な損失は，年間数兆円にも達するといわれ

ております． 

 また，経済的損失以外にも死亡に伴う近親者の深

い悲しみや後遺症の発生に伴う生活の質の低下な

ども由々しき問題であり，総じて，交通事故に伴う

死傷者数の大幅な削減は，日本が取り組むべき緊急

的課題の一つといえます． 

 その課題の解決に向け，近年，交通事故の回避や

被害軽減を目的とした予防安全装置(被害軽減ブレ

ーキ等)が社会に普及しつつあります．しかし，ど

のような装置にも必ず性能限界があり，特異な環境

下では，その性能を充分に発揮できずに，交通事故

を避けられない事も十分に考えられます． 

加えて，最近話題の自動運転自動車が世の中に普及

した場合には，従来の乗車姿勢とは異なる乗車姿勢

(寝そべり，後ろ向き等)にて，交通事故が生じる可

能性もあり，そのような乗車姿勢での自動車の衝突

安全性能の確保なども重要な課題になると考えら

れます． 

 このような状況を踏まえ，衝突安全グループでは，

日々，以下の研究業務に取り組んでいます． 

1. 自動車の衝突安全性能に係る国際的な試験法/基

準/規格の策定に係る研究 

2. 自動車乗員/歩行者等の傷害発生メカニズム解析 

3. 自動車の衝突安全に関する知見を活用した応用

研究 

 1. については，自動車の乗員や歩行者の保護な

どに役立つ国際的な試験法/技術基準/国際基準の策

定に関する研究を，日々，国内外の関連機関と連携

して実施しております．また，それらの評価試験に

て使用される人体忠実度の高いダミー/インパクタ

の開発/評価に関する研究についても取り組み，よ

り死傷者低減効果の高い国際的な試験法/技術基準/

国際基準の策定の検討に役立てられています．    

2. については，主に，人体忠実の高い人体モデル

を開発/活用し，自動車の乗員や歩行者の傷害発生

メカニズムに関する解析を行っております．

 

図22 人体忠実度の高い前面衝突用人体ダミーに

対する衝撃試験 

 特に，最近では死亡事故の発生時に損傷主部位と

なる確率が高い頭部に関する人体頭部モデルを開

発し，頭部傷害発生メカニズムの解明や適切な傷害

リスク評価指標の選定に関する研究活動などに，取

り組んでおります． 

 また，後面衝突時の乗員保護(むち打ち)に関する

研究にも，継続的に取り組んでおり，2018 年には，

国際的なインパクトバイオメカニクスに関する学

会 (WCB：World Congress of Biomechanics) にて，

賞を頂戴しております． 

 

図23 後面衝突時の乗員保護(むち打ち)に関する

研究 

  3.については，自動車の衝突安全に関する知見や

技術を応用し，東日本大震災の発生前から，日時用

生活時や災害時に大切な頭を守るための頭部保護

帽の開発に継続的に取り組んでおります．また，最

近では，スポーツ事故発生時の被害低減用保護具の

研究/開発などにも着手しております． 

 このように衝突安全グループでは，衝突安全技術

を用いて，より安全・安心な社会の構築に大きく貢

献しております． 
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5.3.2 安全研究部 総合安全グループ

 総合安全グループでは，安全研究全体に係る幅広

いテーマを担当しています．将来の自動運転時代の

基盤となる安全研究について，基礎研究から普及促

進のための評価方法検討まで，課題を先取りして取

り組んでいます．  

 

1．自動走行システムの効果予測手法の開発 

 自動運転や高度運転支援による事故低減効果を

定量的に示すことができれば早期の実用化や普及

促進に繋がります．そこで，これらの新たな技術の

導入による交通事故低減効果を見積もるシミュレ

ーション技術の開発を進めております．具体的には，

運転者や歩行者といった交通参加者の行動モデル

を組み込んだマルチエージェントのシミュレーシ

ョン開発に取り組んでおります． 

 このシミュレーションにおいて，手動走行とさま

ざまなタイプの自動走行が混在するシナリオの効

果予測や，ドライバの過度の依存や不信といった自

動走行の負の側面の影響試算も視野に入れて開発

を進めているところです． 

  

図24 マルチエージェントシミュレーション 

(500 以上の車両・歩行者がそれぞれ独自に行動) 

  

    [シミュレーション]        [現実の交通流]   

図25 実交差点(県道19号・国道354号)における比較 

2．自動運転実験車両を活用した調査・研究 

 自動運転車の安全性を評価する標準的な試験法

を研究するために金沢大学との共同研究を進め，そ

の枠組みの中で研究用の自動運転実験車両(市街地

の走行が可能なレベル)を製作しました． 

 試験法検討の第一歩として，警察庁が推奨する公

道走行前の実験車両の安全性を確認する試験法を

具体化し，より安全な公道実証実験の実施をサポー

トするサービスを開始しました． 

 今後は，将来的な試験法開発に向けて，自動運転

車の高度な判断技術に関する調査・研究を進めるべ

く，自動運転実験車両を活用した安全性・受容性に

関するデータを蓄積していく予定です． 

 
図26 自動運転実験車両 

(金沢大学との共同研究により製作) 

3．ドライブレコーダ活用研究 

 当初，タクシー等の業務車両から進んだドライブ

レコーダの普及は，現在数十万台規模に達していま

す．今後，様々な目的で撮影された事故映像の分析

機会が増えてくると思われます．当グループでは，

単眼カメラのドライブレコーダ映像から映像中の

対象物の位置(奥行き方向，横方向)を計測する技術

を開発し，予防安全だけでなく衝突安全も含めて幅

広い研究に活用しています． 

 4．事故メカニズムに基づくドライバモデル開発 

 より高度な運転支援システムを実現するために

は，危険状況が生じる前にドライバをサポートする

必要があります．それを可能にするためには，ヒュ

ーマンエラーの発生しやすい状況を予測できるド

ライバモデルが重要になります．そこで，ドライブ

レコーダでのニアミスや，ドライビングシミュレー

タやテストコース実験データによる運転行動分析

を基にしたドライバモデルの開発に取り組んでい

ます．
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5.3.3 安全研究部 予防安全グループ 

 

 警察庁の交通事故統計によると，2017 年中の交

通事故死者数は 3,694 人で 67 年ぶりに 4,000 人を

下まわった 2016 年よりも，さらに 210 人減少し，

過去最少となりました．一方で，交通事故発生件数

や負傷者数の水準は依然として高く，交通事故の発

生そのものを防ぎ，道路交通の安全性をより高める，

予防安全研究の進展が期待されています． 

 予防安全グループでは，「人」・「車」・「交通環境」

の観点から安全性に係る要因を検討すると共に，事

故防止対策や適切な予防安全システムのあり方に

ついての研究を行っています． 

1. 先進技術による運転支援 

 被 害 軽 減 ブ レ ー キ (AEBS ： Autonomous 

Emergency Braking System) などの運転支援装置

は，装備車種が拡充し，新車への装備率も高まって

きました．AEBS をはじめとする種々の運転支援装

置が普及することによる交通事故低減効果を予測

する研究成果は，普及促進のための資料として活用

されています．また，国土交通省と自動車事故対策

機構が推進する予防安全アセスメントの試験・評価

法の策定に資する調査研究を行っており，より安全

性が高い運転支援装置の普及にも貢献しています． 

 

図27 AEBS試験用車両ターゲット 

 

図28 AEBS試験用歩行者ターゲット(夜間試験の様子) 

2．運転者特性 

 ヒアリハットなどの緊急事態が発生したときの

運転者の回避能力や，通常の交通状況における運転

者特性の調査研究を進めています．社会問題化して

いる高齢ドライバ対策については，事故分析や日頃

の運転行動の実態調査の実施をするとともに，特徴

に応じた対策を検討し，その効果を検証しています．

また，二輪自動車について，安全装置の検討に必要

なライダの操作特性を把握する研究なども行って

います． 

3．運転視界 

 運転者による車外状況の適切な認知は，自動車を

安全に運転するうえで不可欠です．後写鏡をカメラ

モニタシステム (CMS) に置き換えた場合やバッ

クカメラなどによる車両後方視界の情報提供など

の効果を検討し，その成果は，国際基準調和や ISO

などの標準化の検討に活用されています． 

4．HMI(ヒューマンマシンインターフェース) 

 ナビゲーションシステムなどの情報提供機器が

標準的に装備されるようになり，またメータパネル

内にも様々な情報が呈示されるようにもなりまし

た．JARI では，車室内の情報機器や運転支援装置

によって提供される情報の伝達方法など，HMI に

関する研究を進めています． 

5．交通安全教育 

 運転支援装置が普及しても，ドライバが正しく装

置を理解して，安全運転を心がけることが必要です．

JARI では，安全態度が固定していない子供を対象

にした交通安全教育の検討を進めています．また，

子供を中心に地域の安全意識を向上させることを

目指し，学校を核としたボランティアによる活動を

サポートしています． 

 
図29 地域のボランティアによる交通安全教室 

6．予防安全関連の主な装置・設備 

 予防安全グループでは，城里テストセンターなど

のコースを利用して実車実験を行っています．実車

実験が困難な交通場面の再現には，全方位視野ドラ

イビングシミュレータを用いて，安全に実験を実施

することが可能です． 
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5.3.4 安全研究部 安全評価グループ 

安全評価グループは，自動車に求められる予防安

全および衝突安全性能を評価するための様々な試

験を担当しています．予防安全性能では，主として

テストコースでの走行・制動試験であり，衝突安全

性能では，衝突現象を再現する装置を用いた衝撃・

衝突試験を実施しています．さらに，実車による評

価だけでなく，部品単位(例えばタイヤ単体)での特

性取得を目的とした様々な試験も行っています． 

 1. 実車衝突試験 

試験車両を所定の速度で牽引し，コンクリート壁

へ衝突させる前面衝突，走行台車による側突試験や

後面試験に加え，対二輪車，対自転車および対歩行

者などの衝突試験も行なっています．また，特殊試

験場を利用した道路構造物への衝突試験も実施可

能です． 

 

2. 台車(HYGEスレッド)衝撃試験 

台車衝撃試験は，気圧式の衝撃試験装置を利用し

て台車上の供試品に衝撃を与えて本体の強度や安

全性能を評価します．主な使用例は，チャイルドシ

ートの安全性評価試験や自動車用シートの鞭打ち

低減効果の評価試験，リチウムイオン電池等の耐衝

撃試験です． 

 

3. コンポーネント試験 

コンポーネント試験は，車体の構成部品単位で衝

突安全性を評価するコンポーネント試験です．この

試験には，実際に衝撃を与える動的試験とゆっくり

と荷重をかけた場合のひずみや変形の度合いを確

認する静的試験に大別されます．当研究所では，主

に前者の動的試験を実施しており，自動車のバンパ，

ボンネットに対して，歩行者が衝突した場合の安全

性を評価する試験のニーズが高まっています． 

 

4. 自動車操縦安定性試験 

自動車の基本性能である「走る」「曲がる｣｢止ま

る｣といった車両運動に関連した試験に加え，自動

車の登録に必要な TRIAS の制動試験が実施可能で

す．最近では，予防安全性能アセスメントの AEBS，

車線逸脱抑制装置(LDPS)の試験実施機関として広

く認知されています．さらにタイヤに関連した試験

として，転がり抵抗やウェットグリップ性能の測定

も実施可能です． 

5. 機器管理・校正，プログラム開発 

前記の各種試験を実施する上で必要なセンサ類，

データを記録するレコーダ類，ダミーと称される人

体模型等の維持管理，校正のほか，各種計測に関連

するソフトウェアの開発等を行っています． 

 

図30  走行台車による側面衝突試験 

  

図31  AEBSの対歩行者評価試験 

[遮蔽シナリオの一例］
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5.3.5 安全研究部  自動運転評価拠点管理グループ 

自動運転の実現に向けた研究・開発が急速に拡大

している現状で，自動運転評価拠点「Jtown」は，

産官学連携による自動運転技術の協調領域の課題

解決と将来の評価法整備に取組むため，経済産業省

の補助事業により建設されました．自動運転評価拠

点管理グループは，Jtown の管理・運用を担当して

おり，当該施設を利用する所内・所外の各種試験・

研究を通じて，将来の安全・円滑な自動運転の実現

に向けて活動しています． 

「Jtown」は，雨，霧，日照等の走行状況を再現

可能な屋内施設「特異環境試験場」，通信を利用し

た協調型自動運転システムの実験施設「V2X 市街

地」，様々な交差点形状を再現し，車両の車線維持

性能などを評価することを狙いとした「多目的市外

地」の三つの試験エリアから構成されます．2017

年度は，開業初年度ながら，多くのお客様に利用し

ていただき，年度当初に想定した総稼働日数に 

達する結果となりました．利用者の内訳は，6 割が

大学，官公庁などの「協調領域」でのご利用，4 割

が OEM，サプライヤなどの「競争領域」でのご利

用となっています． 

2018 年度からは，この「Jtown」を用いた新た

な取り組みとして，「自動運転車の公道実証実験に

向けた事前テストサービス」を開始しました．これ

は，公道走行実験を行おうとする実施主体が，実験

車両とドライバーの能力を確認する際の“判断材料

を提供する”ことを主旨としたもので，警察庁が発

行した自動走行システムに関する公道実証実験の

ためのガイドラインに即した内容になっておりま

す． 

自動運転評価拠点管理グループは，今後も，

Jtown を利用する所内・所外の幅広い関係者と連携

しつつ，設備の改善や機能の拡張などを検討してい

くことにしています． 

 

V2X市街地における試験車の走行状況

V2X市街地

特異環境試験場

歩行者飛び出しシーンの再現実験

降雨環境での周辺認識性能評価

多目的市街地

 

      図32 自動運転評価拠点「Jown」の全景と各試験エリアの活用例 

            

図33 自動運転車の公道実証実験に向けた事前テストサービス 
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5.4 ロボットプロジェクト推進室  

 ロボットプロジェクト推進室では，自動車分野で

培ってきた安全に関する知見・技術を新しい分野に

活用することにより，生活支援・介護ロボット(以

下ロボット)の普及を促進して，国民の生活の質の

向上につながることを目指している．特に，人が搭

乗するタイプのロボットは，自動車との境界領域に

あり，我々の経験が活かされる分野と考えており，

第 3 者の立場で生活支援ロボットの安全性を検証

する手法の研究・安全性を実証する試験・国際標準

化を行って来た．今期でこれらの研究事業は一定の

成果を収め終了した．来期はこれらの研究成果を活

用し安全性試験・コンサルティングを軸に活動を行

って行きたい．以下にロボットプロジェクト推進室

で取り組んで来た研究事業の概要を示す． 

 

1. ロボットの安全性 

 ロボットの活用は，新しい技術として注目され，

近年では特に介護分野への導入の期待が高まって

いる．しかし，産業用ロボットと異なり，自律動作

するロボットが一般の人々に接近して使われるた

め，新たな安全への取り組みが必要とされてきた．

このため，JARI は，日本医療研究開発機構 

(AMED) の「ロボット介護機器開発・導入促進事

業」に参画して，安全性を検証する手法の研究を行

なった．  

 

2. 安全性検証に関する取り組み 

 第 1 に，安全性の根拠となる情報の整備に取り組

んでいる．新しい製品を市場に投入する際には，不

具合情報を参考に，想定されるリスクを分析しなく

てはならない．しかし，生活支援ロボットは市場で

使用された実績が少ないために情報が不足してい

る．そこで，関連分野の事故データの分析から有用

な情報を抽出する研究を行っている．この研究成果

をまとめることで，リスクアセスメントの参照資料

となる「危害算定リスト」を作成した. 

 第 2 に，安全性の検証手法の確立に取り組んでい

る．開発されたロボットは，リスクが充分に低減さ

れていることを検証しなくてはならないが，多様な

状況で使用されるロボットの安全検証には，多様な

試験方法が必要とされており，JARI は，その開発

を担当している． 

 

 

 

 

 

 

図 34  安全検証試験の例(機械試験) 

 

図 35  安全検証試験の例(EMC 試験) 

 

 3. 国際標準化への取り組み 

 生活支援ロボットの安全は，世界が注目する分野

であり，国際標準化の動きも盛んである．JARI は，

ロボットの安全を扱う ISO/TC299/WG2 に，具体

的な試験方法を提案して Technical Report として

まとめる作業を行なっている．また，ロボットと人

の接触による傷害耐性については，機械の安全基準

を扱う ISO/TC199 /WG12 に研究成果を提供して

いる．  

(室長：中野 節) 
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5.5 ITS研究部  

 ITS 研究部は，JARI 2020 年ビジョンに掲げる

「先進的な研究に挑み，世界のクルマ社会に貢献す

る JARI」を目指し，IT やエレクトロニクス技術の

応用を通じて 21 世紀のクルマ社会の「安全・安心」

「環境･効率」「快適・利便」に貢献する ITS や自動

運転の研究開発，実用化に向けた実証事業，国際連

携を踏まえた標準化活動等を，産官学連携の中核と

なって推進しております． 

 ITS は自動車だけでなく，通信や電気電子(半導

体やソフトウェア等を含む)，情報処理などの幅広

い分野の協力と連携が必須です．ITS 研究部では，

「ITS 関係者が協力して研究活動を推進できる場」

を提供する使命を認識し，図 36 に示す「機能安全

グループ」，「企画・調査グループ」を構成．加えて，

安全研究部と密接に連携しながら「調査・広報⇒ビ

ジョン・ロードマップ提案⇒先進技術の研究開発⇒

標準化活動支援」の 4 本柱のサイクルを廻しながら

研究事業を推進しています． 

以下に各グループの概要をご紹介します． 

 

1.「機能安全グループ」は，車の急速な電子化・情

報化が進む中で，自動車の電気・電子システムの機

能安全に関する国際標準 ISO26262 の適用研究や

国際連携活動を推進すると共に，自動車業界関連各

社様における安全文化の定着を支援することを目

的とした，電子制御システム開発現場のニーズに即

したコンサル・アセスメント事業や，技術・マネジ

メントスキル獲得を目的とした ISO26262 のアセ

スメント・コンサル・トレーニング事業等を推進し

ます．また，自動走行システムの安全設計(故障時

のみならずセンシング性能限界やドライバーによ

る誤操作などへの考慮を含めて)技術の研究にも取

り組みを始めています．将来的には，自動走行シス

テムの安全性評価に係るアセスメントや認証など

も視野に入れて推進します． 

 

 

 

2.「企画・調査グループ」は，近年世界的に関心の

高まる予防安全や自動走行等の先進技術・システム

に関する調査研究や実証実験などを行い，新しい

ITS・自動走行技術やサービスを社会に提案してい

くことを目指します．具体的には，公道走行におけ

る道路環境やドライバーの運転行動データの収集

と分析技術の研究，V2X 等車外情報の活用に係るセ

キュリティ技術の研究，自動走行システムによる事

故低減効果予測のためのシミュレーション技術の

研究，自動バレー駐車システムの実用化に向けた研

究，自動走行技術の産業車両への応用・実用化を目

指す研究などに取り組みます． 

 また，ISO/TC204 を中心に行われている ITS や

自動走行に係る国際標準化活動を支援し，戦略的な

国際標準化提案に向けた国内合意形成に貢献しま

す． 

(部長：谷川 浩) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ITS研究部の活動分野
Areas of ITS research at the JARI

 

  

  

   
 

高齢者に優しい交通 
Transportation friendly to 

senior citizens 人 
Human 

くるま 
Vehicles 

 

道 路 
Roads 環境との調和 

Harmonization with the 
environment 

安全で安心なクルマ 
Safe and secure vehicles 

シームレスな移動 
Seamless travel 

新サービスの創出 
Creation of new 

services 
技術の連携 

Coordination of technologies 

効率的な輸送 
Efficient Transport 

円滑な交通 
Smooth traffic flows 

賢いクルマ利用 
Intelligent use of 

vehicles 

クルマの情報の活用 
Utilization of vehicle data 

ビジョン・
ロードマップ提案

先進技術の
研究開発

標準化活動支援 調査・広報

図36 ITS研究部の組織構成 

  ITS 研究部 機能安全グループ 

企画・調査グループ 

図37 ITS研究部の活動分野 
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5.5.1 ITS研究部 機能安全グループ

 
 機能安全グループでは，自動車の電気／電子

(E/E)システムの機能安全に関する国際規格 ISO 

26262 の適用に向け，共同研究事業の運営と推進，

各社の機能安全活動推進の支援事業，経済産業省様

受託事業等を行っています． 

1. ISO 26262機能安全とは  

 現在の自動車は電子化・情報化が進み，自動化へ

の進化が加速しています．多くの E/E システムが搭

載され，かつ統合化されることにより，複雑なシス

テムのレベルでの安全性が求められ，機能安全規格

の適用がますます必要になっています．ISO 26262

は IEC 61508 をベースに自動車分野に固有のニー

ズに準拠するように策定された ISO 規格であり，

E/E システムに故障が発生してもフェールセーフ

や冗長化等による安全機能を設けることにより，ド

ライバーや乗員，他の交通参加者等への危害を及ぼ

すハザード(危険)を許容可能なレベルに低減すると

いう考え方をいいます． 

 

 

 

 

図 38 現在の車のE/Eシステム(車載ECU)搭載イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39  ISO 26262 の概要図 

2. ISO 26262共同研究  

 2011 年 3 月から自動車メーカー，部品メーカー

の参加を募り，JARI 内に ISO 26262 運営委員会

を設置し，日本自動車工業会，自動車技術会および 

 

 

JASPAR 殿のご協力を得て規格の運用に向けた課 

題と対応について検討してきました．そして，30

社近くが参加する共同研究事業を立ち上げ，ワーキ

ンググループ活動を通じた規格解釈の支援，国際通

用性のあるアセスメント手法の検討等を行い，その

研究成果の発信を実施してきました．現在はエンジ

ン制御システムにおける運用について検討を行な

っています． 

  

図40  ISO 26262共同研究活動 

3. ISO 26262活動推進の支援事業 

 自動車メーカー，部品メーカー各社の ISO 26262

活動の推進を支援するため，技術者，経営者・管理

者の方々に向けた様々な ISO 26262 のトレーニン

グプログラム，Automotive SPICE をとりいれたプ

ロセス改善コンサルティング，機能安全アセスメン

ト等を行っています． 

 これらは共同研究活動により蓄積された国内の

知見と，機能安全への取り組みの先駆者である，欧

州の知識，経験双方を取り入れた活動です*1． 

*1 : 2011 年 9 月より，イギリスの試験研究機関で

あり，ISO 26262 の策定にも参画しているホリバ

MIRA 社と技術提携を主体としたパートナーシッ

プを結んでいます． 

4. 自動運転システム安全設計 

 2014 年より経済産業省様からの委託を受け，自

動運転を想定したシステムの安全設計を検討して

います．自動運転では一般的にシステムに運転主権

があるため，どのように安全を担保したシステム設

計を行うか，が自動運転実現の鍵となります．本事

業では ISO 26262 に基づいた機能レベルの高信頼

性アーキテクチャ事例の構築，性能限界やミスユー

スを考慮に入れた安全設計の検討等に取り組んで

います． 
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5.5.2 ITS研究部 企画・調査グループ 

 

 企画・調査グループは，産官学の関係者と連携し

ながら ITS に係る新しい技術やサービスを社会に提

案することにより，新しいビジネスや産業の創出を

図るとともに，産業や製品の国際競争力を高めるた

めの戦略的標準化促進を目指しています． 

1. ITS産業動向調査 

 ITS 研究部では，ITS を支える技術や産業の動向

を 1998 年度から継続して調査しています．独自の調

査に加えて，ITS 関係の省庁や団体，企業などの協

力を得て行うアンケートやインタビュー結果を分析

して課題を抽出し，今後の進むべき方向をとりまと

め，広く関係者に問うことを目的としています． 

 環境問題や高齢社会の進行を受けて，自動車の自

動運転実用化や情報化に向けた技術開発が官民で活

発になっています．その実現に向けては技術的な課

題の解決と併せて，都市のあり方や新たなモビリテ

ィの視点からの検討が不可欠となります．そのため，

当調査では，業際を超えた様々な専門家との意見交

換などを通じて得られた知見について紹介するとと

もに，ITS 全般を網羅した調査内容や実現に向けた

率直な提言などが評価され，各方面で活用されてい

ます． 

 

図 41  ITS 産業動向調査研究会活動 

2. 自動走行システムの研究開発 

 交通事故低減や高齢者のモビリティ確保などの観

点から自動走行システムの開発が進められており，

グローバルな技術競争が激化する中，日本が世界を

リードする上で，協調して開発すべき技術領域があ

ります．政府が先導する協調領域の事業として，ITS

研究部では，以下の研究開発に取り組んでいます． 

(1) 走行映像データベース構築技術の開発 

 車載カメラの画像から歩行者などを高い精度で認

識するシステムの開発において，認識性能評価をシ

ミュレーションにより大幅に効率化することを目的

として，走行映像の収集と合わせてデータベース構

築技術を開発しています． 

(2) セキュリティ技術の開発 

 自動車の高機能化に伴い，外部との情報通信の機

会が増えているが，そのセキュリティ確保が大きな

課題となっております．セキュリティのガイドライ

ンや評価基準の検討に取り組んでいます． 

(3) 交通事故低減効果シミュレーションの開発 

 自動走行システムを普及促進するには，実用時の

事故低減効果を社会に訴求する必要があります．そ

のため，実際の交通参加者(車両，歩行者など)を各々

個別のモデルとして表現し，かつ相互に影響し合う，

交通環境再現型シミュレーションの開発を行ってい

ます． 

(4) 自動バレー駐車システムの開発 

 交通事故死者削減のためには，市街路での自動走

行システム実用化が必要ですが，そのさきがけとし

て，限定空間(駐車場などの私有地)において無人自動

駐車を可能とする，自動バレー駐車(無人走行駐車)

システムの実用化研究に取り組んでいます． 

3. 自動走行システム国際標準化に関する調査研究 

 自動走行システムの研究開発が世界各国で活発化

する中，実用化の促進や製品の国際競争力を高める

上で国際標準化は重要です． 

 ITS 研究部では，日本の優れた自動車技術の反映

を視野に，自動走行システムの実現に必要となる標

準化の検討を行うと共に，ISO/TC204/WG14(走行制

御)分科会(事務局：公益社団法人自動車技術会)に対

し国際標準化を提案して行きます． 

 また，ISO/TC204/WG1(システム機能構成)分科会

事務局として日本提案の国際標準化活動を推進しま

す． 

4. さらなるITSの発展に向けて 

 自動車の安全や環境保全性，利便性向上に向けた

新技術や新サービスの提案と標準化促進に取り組ん

でいきます． 
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4．主催行事

1. 企業向け JARI 研究・試験設備見学会を開催 

(於；つくば) 

4 月 21 日 

 

2. 一般公開を開催 

(於；つくば) 

4 月 22 日 

 

3. 2017 年度自動車技術会春季大会 

 「人とくるまのテクノロジー展」へ出展 

5 月 23 日～25 日 

 

4. JARI 研究・事業報告会を開催 

(於；アキバプラザ) 

7 月 3 日 

 

5. 第 14 回 ITS セミナーを開催 

(於；くるまプラザ) 

2018 年 1 月 24 日 

 

6. 第 6 回アジア自動車研究所サミットを開催 

  (AAI Summit: Asia Automobile Research  

  Institute Summit) 

 (於；インド プネ) 

11 月 27 日～28 日 

 

7．第 5 回自動車機能安全カンファレンスを開催 

 (於；御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター) 

12 月 5 日～6 日 

 

 

 

 

 

8. 理事会・評議員会 

(1) 理事会 

 2017 年度第 1 回理事会を開催 

(於；くるまプラザ) 

5 月 23 日 

 

2017 年度第 2 回臨時理事会を開催 

(於；くるまプラザ) 

    10 月 23 日 

 

2017 年度第 3 回臨時理事会を開催 

(於；くるまプラザ) 

  2018 年 1 月 31 日 

    

2017 年度第 4 回理事会を開催 

(於；くるまプラザ) 

  2018 年 3 月 26 日 

 

(2) 評議員会 

2017 年度定時評議員会を開催 

(於；くるまプラザ) 

   6 月 20 日 

 

2017 年度臨時評議員会を開催 

(於；くるまプラザ) 

  12 月 13 日 

    

2017 年度臨時評議員会を開催 

(於；くるまプラザ) 

   2018 年 3 月 29 日 
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